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はじめに

　変化の激しいこれからの時代を見据え、各学校には、子供たちが豊かな人生を切り拓き、
持続可能な社会の創り手となるために必要な資質・能力を着実に育成することが求められ
ています。
　こうした資質・能力は、それぞれの教科等における学びを生かして教育課程全体で育成
していくことも大切です。学習指導要領では、学習の基盤となる資質・能力や現代的な諸
課題に対応するための資質・能力の育成を図るため、教科等横断的な視点で教育課程を編
成することとしていますが、例えば、現代的な諸課題として、環境に関する教育を取り上
げ、総合的な学習の時間において、地域の身近な自然環境から課題を見いだして解決策を
レポートにまとめたり、まとめたことをプレゼンテーションする学習を進めたりすること
があると思います。そうした探究的な学習の過程においては、社会科における環境に関わ
る社会課題の解決に向けた学び、理科における自然環境を理解する学びを相互に関連付け
たり、国語科におけるレポートや論文などをまとめたりする学びが生かされることが考え
られます。そうした学習経験を経る中で、子供たちが各教科で身に付けた資質・能力を統
合的に発揮して実社会における環境問題に向き合うために必要な資質・能力を身に付けて
いくことが期待できます。こうした教育課程全体を通じた学びを学校全体として組織的か
つ計画的に実現していく上で重要となるのが「カリキュラム・マネジメント」です。
　学習指導要領では、「各学校においては、児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教
育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこ
と、教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な
人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通して、教育課
程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと（以下「カ
リキュラム・マネジメント」という。）に努めるものとする」として、全ての学校におい
てそれぞれの実態に応じたカリキュラム・マネジメントの充実に努めることが求められて
います。
　そこで文部科学省では、各学校や教育委員会におけるカリキュラム・マネジメントの充
実に向けた取組を支援するため、令和元年度から令和４年度にかけて、カリキュラム・マ
ネジメントに関わる実践研究を行い、その成果を普及する事業（「これからの時代に求め
られる資質・能力を育むためのカリキュラム・マネジメントの在り方に関する調査研究」）
に取り組んできました。具体的には、調査研究を委託した教育委員会等において、実践研
究校における取組を生かした「カリキュラム・マネジメントの手引き」（以下「手引き」
という。）の作成に創意工夫を生かしながら取り組んでいただきました。
　この度、これらの手引きを活用してカリキュラム・マネジメントの取組を展開する際の
参考となるポイントを「語り合おう！進めよう！わたしたちのカリキュラム・マネジメン
ト」（以下「活用ガイド」という。）としてまとめました。カリキュラム・マネジメントは、
各学校の実態に応じたものとして展開されることにより、初めて、その効果が発揮される
ものであり、その在り様は一様ではありません。このため本活用ガイドは、カリキュラム・
マネジメントの三つの側面を手掛かりとしながら、各学校や教育委員会の多様な実態に応
じて手引きを活用していただくためのものとして作成しました。
　各手引き及び本活用ガイドが、各学校や教育委員会におけるカリキュラム・マネジメン
トの取組の推進に資することを願っています。
　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6年 2月 8日
　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程企画室
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「これからの時代に求められる資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメントの在り方に関する調査研究事業」の概要

１．事業の内容
（１）以下のテーマに沿った実践研究を行う学校をそれぞれ指定し、研究成果をまとめる。

 a　学校の教育目標等（目指す児童生徒像や教育課程編成の重点など）の設定及び実現に向
けた研究

 b　学習の基盤となる資質・能力の育成に向けた研究
 c　現代的な諸課題に対応するための資質・能力の育成に向けた研究

（２）上記の取組を踏まえた手引きの作成を行う。

２．検討会議委員
　○千葉大学教育学部　名誉教授　天笠　茂
　○明星大学教育学部教育学科　教授　吉冨　芳正
　○奈良教育大学教育学部　教授　赤沢　早人
　○甲南女子大学人間科学部総合子ども学科　教授　村川　雅弘
　○大阪教育大学大学院連合教職実践研究科　教授　田村　知子

３．委託団体及び手引き
（１）令和元～２年度委託団体（15 団体）

○宮城教育大学　○由利本荘市教育委員会　○戸田市教育委員会　○市川市教育委員会　
○上越市教育委員会　○信州大学　○京都市教育委員会　○大阪府教育委員会　　
○兵庫県教育委員会　○尾道市教育委員会　○山口県教育委員会　○福岡教育大学　
○大分県教育委員会　○宮崎県教育委員会　○鹿児島県教育委員会　　　　　　

　＜令和元～２年度委託団体作成の手引き＞
　◇文部科学省 HP にて手引きを公開中です。ぜひ、ご覧ください。
　　https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1420676_00001.htm 　

（２）令和３～４年度委託団体（８団体）
　○能代市教育委員会　○棚倉町教育委員会　○信州大学　○大阪府教育委員会　
　○大阪教育大学　○山口県教育委員会　○福岡教育大学　○熊本大学
　＜令和３～４年度委託団体作成の手引き＞
　◇文部科学省 HP にて手引きを公開中です。ぜひ、ご覧ください。
　　https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1420676_00005.htm
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のね

第１部　
カリキュラム・マネジメントの更なる充実に向けて
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序　章

天笠　茂

　本活用ガイドは、カリキュラム・マネジメン
トに関わる取組と解説による事例集です。調査
研究を引き受けた団体によるカリキュラム・マ
ネジメントに関する取組を基に編集したもので
す。学校については自校の取組を、教育委員会
などについては管下の学校との連携などによる
取組を、事例としてまとめるに当たって、以下
に関連する事項を述べることにいたします。

１．カリキュラム・マネジメントの
　　普及と充実
　カリキュラム・マネジメントは、各学校にお
いてなされる教育課程の編成・実施・診断・評
価に関わる諸要素を全体的・総合的に関連付け、
学校の教育目標の達成を図る自律的・協働的な
営みです。教科等との関係を捉えた教科等横断
を柱とするカリキュラム・マネジメントを始め、
経営資源に着目したカリキュラム・マネジメン
トなど、それぞれの学校の諸条件を生かした多
様な進め方があります。
　学習指導要領改訂の基本方針を提起した中央
教育審議会答申（平成 28年 12月 21日）は、「社
会に開かれた教育課程」の理念の下、学習指導
要領等の枠組みの見直し、主体的・対話的で深
い学びの実現、カリキュラム・マネジメントの
実施を打ち出しました。このうち、カリキュラ
ム・マネジメントについては、「子供たちの姿
や地域の実情等を踏まえて、各学校が設定する
学校教育目標等を実現するために、学習指導要
領等に基づき教育課程を編成し、それを実施・
評価し改善していくこと」と捉え、その実施を
求めました。
　この答申を踏まえ、学習指導要領では、総則
に「各学校においては、児童や学校、地域の実
態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に

必要な内容等を教科等横断的な視点で組み立て
ていくこと、教育課程の実施状況を評価してそ
の改善を図っていくこと、教育課程の実施に必
要な人的又は物的な体制を確保するとともにそ
の改善を図っていくことなどを通して、教育課
程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活
動の質の向上を図っていくこと（以下「カリキュ
ラム・マネジメント」という。）に努めるもの
とする」と示されました。
　さらに、カリキュラム・マネジメントを三つ
の側面として整理し、「学習指導要領解説総則
編」では、次のように記されました。
①児童や学校、地域の実態を適切に把握し、
教育の目的や目標の実現に必要な教育の
内容等を教科等横断的な視点で組み立て
ていくこと。

②教育課程の実施状況を評価してその改善
を図っていくこと。

③教育課程の実施に必要な人的又は物的な
体制を確保するとともにその改善を図っ
ていくこと。

　すなわち、教育課程の編成や実施などは学校
が行うものであり、教育活動の質の向上を図る
ために、三つの側面を通してカリキュラム・マ
ネジメントの充実を求めたことを解説したわけ
です。
　なお、この三つの側面は、それぞれ相互に関
わり合っており、実際の在り方は多様でありま
す。また、学校でのカリキュラム・マネジメン
トの推進にあたって、教育委員会はもとより、
大学など関係諸機関や地域の方の支援が欠かせ
ないことも押さえておきたいものです。
　課題とされるのが、カリキュラム・マネジメ
ントをいかに実践していくかということです。
実践に際して学校に戸惑いがあることも否定で

カリキュラム・マネジメントの充実に向けて
　　　－カリキュラム・マネジメントの＜事例＞と＜手引き＞－
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序　
章　
　
　
　
　
　きません。カリキュラム・マネジメントが求め

られても、それが何であるか理解しにくい、何
をどうすればよいかが見えてこない、総則と解
説だけでは、なかなか勘所がつかみきれないな
ど、こんな思いをもつ学校も見られます。
　カリキュラム・マネジメントに取り組むに当
たって、ポイントとなる点としてまずは、次の
点を挙げておきます。
①授業にあたり、各教科等の年間指導計画
や単元を継続的に活用し機能させていく。

②授業評価、教育課程評価、学校評価とカ
リキュラム・マネジメントの関係を整理
する。

③教育活動に当たって諸資源を効果的に用
いる。

④教育現場の営みとしての教育課程に関わ
る取組を意義付け、組織化・構造化を図る。

⑤定式化された経営手法の導入としてでは
なく、学校や教育課程に関わるマネジメ
ントについての基本的な在り方への問い
かけとして捉える。

　これらについてヒントになり参考となる情報
を学校に届けることが、カリキュラム・マネジ
メントに取り組む学校を支えることになりま
す。その意味で、①カリキュラム・マネジメン
トとはどのようなものか、②具体的に何をどう
すればよいのか、③どのようにカリキュラム・
マネジメントに取り組めばよいか、などについ
て、分かりやすく、参考となり、役に立つ情報
を学校に届けたいと考えています。

２．「これからの時代に求められる資質・
能力を育むためのカリキュラム・
マネジメントの在り方に関する

　　調査研究」の特色
　文部科学省は、カリキュラム・マネジメント
の普及と充実に向けて、平成 29年度より、「こ

れからの時代に求められる資質・能力を育むた
めのカリキュラム・マネジメントの在り方に関
する調査研究」を立ち上げました。カリキュラ
ム・マネジメントに関わる調査研究を実施し、
その成果をもとに学校への支援を図るとして、
当初の平成 29・30 年度は「時間」という資源
に着目し、時間割編成などに焦点化したカリ
キュラム・マネジメントに取り組みました。
　続く、令和元年度より、教育委員会を始め、
教育センターや附属学校などから委託団体を募
り、それぞれカリキュラム・マネジメントにつ
いて事例の開発及び実践をガイドする手引きの
作成などを柱とする調査研究を推進しました。

３．カリキュラム・マネジメントに
　　関する事例
　カリキュラム・マネジメントに取り組む各学
校にとっては、関係する情報が欠かせません。
校長を始めとして校内の誰に対して、いかなる
情報を伝えるか、その在り方が問われます。そ
の際、カリキュラム・マネジメントに関する事
例は手掛かりとなります。事例には、ヒントに
なり参考になる情報が多分に盛り込まれていま
す。まさに、どのように取り組むかを模索する
学校にとって、事例は格好の情報源と言っても
よいと思われます。

＜読み方・使い方を問う＞
　ただ、そのためには、事例から何を読み取り、
何を引き出すかという読み方・使い方が問われ
ます。それぞれの事例は、自校の条件とは多分
に異なることが考えられます。事例をもとにカ
リキュラム・マネジメントの研修を受けた研修
者は、次のコメントを書き残しています。
・	事例はあくまでも事例であって自校に合っ
たカリキュラムを構築していく必要がある。

・	事例を真似して実践してみようと考えてい

第１部　カリキュラム・マネジメントの更なる充実に向けて
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たが、自校と事例校の違いは当然あり、自
校の特色や地域性、児童生徒の様子や課題
を把握した上で、事例のようなそこに行き
つくまでの過程を参考にして行ってみよう
と思った。

・	カリキュラム・マネジメントの好事例を部
分だけ取り入れ、事例のそのままを実践し
ようとしないということ。自分たちがいる
ことをカリキュラム・マネジメントの視点
でどのように説明できるか。この視点を大
事にしていきたいと思います。

　このように、自校の事情や条件を照らし合わ
せながら事例を読み取るなど、活用の仕方が問
われることになります。事例と条件が同じ場合、
異なる場合、それぞれがあり、事例の生かし方
も様々にあります。ある意味、事例は事例であっ
て、その生かし方もアイディアをもって、活用
していくことが大切です。

＜カリキュラム・マネジメントが目指すところ＞
　そこにはカリキュラム・マネジメントなるが
ゆえの考え方や在り方があります。何よりも押
さえておきたいことは、どの学校にも特定のパ
ターン化されたカリキュラム・マネジメントの
普及を図ることをねらってはいないということ
です。目指すところは、それぞれの学校の条件
を踏まえた特色のあるカリキュラム・マネジメ
ントの取組です。
　学習指導要領改訂の方向性を示した中央教育
審議会答申は、「主体的・対話的で深い学び」
の実現を提起する中で、「各学校における実践
を支えるため、今後、学習指導要領等の解説や
指導事例集も含めた全体の姿の中で、指導の参
考となる解説や事例など、更なる支援を図って
いく必要がある」と実践を支える指導事例集を
求めています。

　この趣旨は、カリキュラム・マネジメントに
ついても通じるものがあります。効果的な事例
の情報提供などを行う必要があり、それぞれの
学校において、創意工夫を促す事例提供が求め
られます。しかし、事例の提供が、一つにパター
ン化された実践の普及を目指すものでないこと
に留意する必要があります。答申は、先の一節
に続いて、「なお、こうした事例を示す際には、
それにより指導が固定化されないような工夫が
求められる」とあり、学習・指導方法の改善を
巡って、改訂する学習指導要領等が特定の型を
普及させることをねらったものでないことを重
ねて強調しています。
　この点については、カリキュラム・マネジメ
ントについても同様であって、特定の型やパ
ターンの普及をねらって事例を提供するもので
はないことを強調しておかねばなりません。本
調査研究が、これを引き受けた団体ごとの事例
の開発であり、それぞれの手引きの作成であり、
本活用ガイドであることも、多様なカリキュラ
ム・マネジメントの展開を目指すところにあり
ます。

＜研修などのための教材として活用の仕方を問う＞
　なお、事例は、各学校における校内研修での
情報源になるとともに、教育センターや教職大
学院などにおいて、以下に挙げるように活用さ
れることによって、研修のための教材としての
役割を果たすことにもなります。
・	事例を提示し解説することによって考え
させ、カリキュラム・マネジメントを理
解する。

・	事例からカリキュラム・マネジメントに
関わるキーワード及び手立てを読み取る。

・	事例を読み、キーワードを抽出することに
よってカリキュラム・マネジメントを考える。
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序　
章　
　
　
　
　
　＜事例の収集・国・自治体の役割＞

　これらからも、カリキュラム・マネジメント
に関わる事例の収集と蓄積やその発信を含めた
一連の取組が、国や自治体の果たすべき役割と
して浮かび上がってきます。国・自治体とし
て、収集した事例を、どのように各地の教育委
員会や学校に届けるか、普及を図る戦略・戦術
が問われることになります。その意味で、本活
用ガイドの編集が、現時点において、カリキュ
ラム・マネジメントに関わる情報を学校などに
伝える、国・自治体による学校支援の一環とし
てなされた取組であることを改めて確認してお
きたいと思います。

４．手引きの作成と活用
　本調査研究では、それぞれの委託団体がカリ
キュラム・マネジメントに関する事例とともに、
もう一つの柱として手引きの作成に取り組みま
した。学校がカリキュラム・マネジメントに取
り組む際、また、教育委員会などが学校を支援
する際、ヒントとなり手掛かりとなるポイント
や手立てなどを盛り込んだ手引きの作成です。
そのねらいについては、次の点が挙げられます。
①事例に込められたカリキュラム・マネジ
メントのエッセンスを読みやすくする。

②事例に込められたキーコンセプトを整理
して焦点化を図る。

③カリキュラム・マネジメントのキーコンセ
プトや構造などを分かりやすく可視化する。

④カリキュラム・マネジメントの手立てや
進め方についてガイドする。

⑤カリキュラム・マネジメントに関わる研
修に利用できるようにする。

⑥学校のカリキュラム・マネジメントへの
支援の視点やヒントを示す。

　手引きは、それぞれの委託団体のアイディア
を生かしたものであり、学校や地域の実情を踏

まえた特色に富んだものでもあります。それぞ
れの手引きの分析と考察の具体については、各
論に譲りますが、手引きでは、カリキュラム・
マネジメントについて、それが何であるかを始
め、基礎・基本に関わる知識や技法などがまと
められており、その活用を通して、カリキュラ
ム・マネジメントの理解の深まりと実践の広が
りをねらっています。
　なお、本活用ガイドの第 1 部においては、
序論に続き第 1章・第 2章の構成を取ってい
ます。第 1章では、12 の Q&Aによって構成
されています。この 12 の Q&Aは、カリキュ
ラム・マネジメントを推進するにあたり大切に
すべき視点を踏まえて作成したものであり、本
調査研究において取り組まれた実践例を交えて
解説しています。
　また、第 2章では、本調査研究を引き受け
た団体による実際の取組及び得られた知見を基
にしつつ、教育委員会の指導的立場の職員、指
導主事、教育センター指導主事、それに教職大
学院など、学校を支えるアクターそれぞれの役
割に照らして、それぞれの立場から留意すべき
点を解説しています。その際、いずれの場合に
おいても、学校の自主性・自律性、学校裁量、
学校支援などについての理解が、カリキュラム・
マネジメントの推進にあたって欠かせないこと
を強調しています。
　いずれにしても、カリキュラム・マネジメン
トは改善を重ねながら質的に深まっていくもの
です。そのために、手引きにしても、カリキュ
ラム・マネジメントの実際とともに、常なる見
直し、常なる更新が本来の姿であると考えます。
その点において、カリキュラム・マネジメント
と手引きの往還による持続可能な更新システム
の設計と運用も、これからに向けての課題であ
ることを付記しておきます。　　　

（天笠　茂）　　　　　　　　　　

第１部　カリキュラム・マネジメントの更なる充実に向けて
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第1部
第1章　カリキュラム・マネジメントを推進するための12の視点

　学習指導要領総則には、カリキュラム・マネジメントについて以下のように記載しています。

＜小学校学習指導要領（平成 29年告示）　第 1章総則第１　小学校教育の基本と教育課程の役割＞
４　各学校においては、児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教
育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと、教育課程の実施状況を評価してその改善
を図っていくこと、教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っ
ていくことなどを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っ
ていくこと（以下「カリキュラム・マネジメント」という。）に努めるものとする。

＜小学校学習指導要領（平成 29 年告示）　第 1 章総則第５　学校運営上の留意事項＞
１　教育課程の改善と学校評価等
　ア	　各学校においては、校長の方針の下に、校務分掌に基づき教職員が適切に役割を分担しつつ、

相互に連携しながら、各学校の特色を生かしたカリキュラム・マネジメントを行うよう努めるも
のとする。また、各学校が行う学校評価については、教育課程の編成、実施、改善が教育活動や
学校運営の中核となることを踏まえ、カリキュラム・マネジメントと関連付けながら実施するよ
う留意するものとする。

※中学校学習指導要領、高等学校学習指導要領においても同様の記載がなされている。

　上記のように、カリキュラム・マネジメントのねらいは、児童や学校、地域の実態を適切に把
握し、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動（授業）の質の向上を図ることに
あります。そして、
　・教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと
　・教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと
　・教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと
の三つの側面をカリキュラム・マネジメントのねらいに迫る手段として一体的に捉え、取り組ん
でいくことが重要です。
　本章では、各学校においてカリキュラム・マネジメントを展開する際に大切にすべき視点を
12に整理し、実際の取組事例、手引きの活用可能性等を交えながら、Q&A形式で解説しています。
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１．学校の教育目標の実現と
　　カリキュラム・マネジメント

　各学校においては、児童生徒の資質・能力を
豊かに高め、学校の教育目標を児童生徒の姿で
実現することを目指していきたいものです。そ
のためには、カリキュラム・マネジメントの推
進が必要不可欠です。
　学校の教育目標は、教育課程を軸とした教育
活動や経営活動を方向付ける重要な役割を担っ
ています。各学校では、自校の教育目標の実現
に向けて教育活動を組織的、計画的に展開して
いきますし、そのために必要な諸条件の整備な
どの経営活動を進めていきます。
　学校の教育目標においては、社会の変化や学
習指導要領の考え方などこれからの学校教育の
方向性を視野に置きつつ、児童生徒や学校の実
態、保護者や地域の願いなどを踏まえて、その
学校として一定期間をかけて実現したい児童生
徒の姿や資質・能力を示す必要があります。
　学習指導要領では、「学校教育全体や各教科・
科目等における指導を通して育成を目指す資
質・能力を踏まえつつ、各学校の教育目標を明
確にする」ことが求められています。文部科学
省「学校評価ガイドライン〔平成 28 年改訂〕」
では、「学校が、教育活動その他の学校運営に
ついて、（中略）PDCAサイクルに基づき継続
して改善していくためには、まず目標を適切に
設定することが重要である」とされています。
教育や学校経営の諸計画に示される様々な目標
の頂点にある学校の教育目標が明確で適切なも
のであることは、カリキュラム・マネジメント
を推進する上で、大切なことなのです。

Q u e s t i o n

１
吉冨　芳正

学校の教育目標の実現に向けてカリキュラム・マネジメ
ントを進めようと考えています。学校の教育目標を機能
させるにはどのようにしたらよいでしょうか？

２．学校の教育目標を機能させるための
ポイント

　全ての学校で教育目標は定められています。
それらは、果たして学校の教育活動全体を基本
的に方向付けるものとして機能しているでしょ
うか。それが機能していないとすれば、早急に
対応が必要です。
　こうした学校の教育目標が機能しないとは、
どのような状況でしょうか。例えば、次のよう
な可能性が考えられます。
　①	学校の教育目標は適切だが教職員が意識

できていない。
　②	要素が多過ぎたり複雑過ぎたりして教職

員が説明できない。
　③	児童生徒の実態に照らして育成すべき資

質・能力とズレがある。
　④	教育目標の実現を目指して様々な取組を

したが手応えが得られない。

　①のような場合には、学校の教育目標の実現
を目指して、全教職員が参画して、各種の全体
計画や各教科等の年間指導計画、更に学年ごと
などに順次具体化し、学校全体の目標の体系を
構造的に整えていくことが重要です。
　②、③、④のような場合には、学校の教育目
標は全教職員で取り組む教育活動全体を通じて
意図的、計画的、組織的に実現するものですか
ら、全教職員が説明できるもの、参画意識をもっ
て共有できるものにしていく必要があります。
そして、共に教育を進めていく家庭や地域の理
解や共感が得られるものであることが期待され
ます。
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　学校の教育目標について、児童生徒に求めら
れる資質・能力を的確に示し、教職員が共通理
解をして関係者全員でその具現化を目指せるよ
うなものに改善することが求められます。

　
３．手引きに見る学校の教育目標を
　　機能させる手掛かり

　
　各学校では、学校の教育目標を実現するよう、
児童生徒や学校、地域の実態を踏まえて教育課
程を編成し実施していくことが大切です。
　このことについて、例えば、大阪府教育委員
会の手引きでは、カリキュラム・マネジメント
のポイントとして
①	「学校の教育目標」と「教育課程」はつ
ながっているか

②	「教育課程」と「授業」はつながってい
るか

③	「学校の教育目標」、「教育課程」、「授業」
は、児童生徒、地域、学校の実態に応じ
たものになっているか

を問いかけ、その説明がされています。
　また、教職員が学校の教育目標を言わば「自
分事」として捉え、それを自らの仕事に具体化
し実現していく意識をもつことが大切だと考え
ます。このことについて、例えば、能代市教育
委員会の手引きでは、学校・教職員に次のよう
なことを意識するよう求めています。

　□学校の教育目標が言える。　
　□学校の教育目標達成のために、育成すべき

資質・能力を全教職員で洗い出し、児童
生徒にも分かるように可視化する。　

　□育成すべき資質・能力をどの教科のどの単
元で行うか「重点化」と「関連化」を図り、

学年毎の「単元配列表」を作成する。　
　□育成すべき資質・能力を、各指導部、学年

経営目標、学級経営目標に反映させ、教
職員一人一人が年間を通して意図的・計
画的に、児童生徒の資質・能力の育成に
ついて意識付けを図ることができるよう、
PDCAサイクルを確立する。　

　□それぞれの学校行事等は、どのような資質・
能力を育てるのかについて説明できる。

　さらに、全教職員でグランドデザインを策定
することの提案や、学校の教育目標等の設定を
含めた事例紹介がされています。
　このように、教職員が自らの役割を果たす上
で、学校の教育目標を基にどのような資質・能
力を育成したいのか、どのように育成していく
のかについて、いつも意識を向けておきたいも
のです。　　　　　　　　

　	（吉冨　芳正）

大阪府教育委員会の手引き

能代市教育委員会の手引き
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2
田村　知子

１．教科等の特性に応じたアプローチ

　学習指導要領総則には、「教育課程の編成に
当たっては、学校教育全体や各教科・科目等に
おける指導を通して育成を目指す資質・能力を
踏まえつつ、各学校の教育目標を明確にすると
ともに、教育課程の編成についての基本的な方
針が家庭や地域と共有されるよう努めるものと
する」と記載されています。学校の教育目標
は、学校の教育活動全体で伸長を目指すもので
す。ただし、教育課程の編成においては、教科
等の特質に応じたアプローチをする必要があり
ます。総合的な学習の時間や道徳教育、特別活
動は全体計画の作成が求められており、その特
質において、学校の教育目標との関連を踏まえ
ることが求められています。特に総合的な学習
の時間の目標は、学校の教育目標も踏まえて作
成されるものとされています。一方、各教科等
においては、固有の見方・考え方や知識及び技
能を明確にしながら、①全体計画を学校の教育
目標に関わらせることや、②それぞれの教科等
で育成を目指す資質・能力と学校の教育目標と
の関連性を照らし合わせて、関連が深いものを
選択し意図的、計画的に育成することができる
よう教育課程を編成することが考えられます。
　

２．教育課程の編成・実施・評価の
　　各段階における方策

　編成においては、学校の教育目標を教育
計画に前述①②の視点を盛り込みましょ
う。さらには、学年経営計画、学級経営計
画、諸々の校務分掌における年間計画を策定
する際、それぞれの分掌等の目標が、学校
の教育目標と連動するようにし、それに基
づいて活動計画を立案するとよいでしょう。　
　実施においては、学校の教育目標を踏まえて
育成を目指す資質・能力は何かを考え、その資
質・能力をどの場面でどのように育成するのか
を考えます。そして、一人一人の教職員が教
科・領域等に応じて、授業や学校行事等で学校
の教育目標を意識して実践できるように、学
校の教育目標は、その実現の方策（教育課程
の編成・実施の方針等）とともにグランドデ
ザインに書き込んだり、教室に掲げたり、学
習指導案に盛り込んだりするとよいでしょう。
　そして、学校評価においては、学校の教育目
標への達成（または接近）の度合いやプロセス
について評価することが基本です。学校評価の
項目の中に、学校の教育目標と関連する評価項
目・指標を予め設定しておくとよいでしょう。

カリキュラム・マネジメントを進めるため、学校の教育目標の
実現と教職員一人一人の仕事との関係を明確にしたいと考え
ています。学校の教育目標を具現化するために教職員一人一
人は具体的にどのように取り組んでいけばよいでしょうか？
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３．学校の教育目標を共有した
　　「チームとしての学校」

	 	ところで、学校の教育目標には、人と人を
結び付ける機能もあります。「チームとして
の学校」が公式に議論されるようになって
約 10 年が経過しましたが、どれだけの学校
が「チーム」となっているでしょうか。チー
ムの条件には、チームに目標が存在し、その
目標達成に向けたメンバー間の相互作用があ
ることが挙げられます。同じ目標を共有す
ることは、関係者の一体感や所属感を増や
し、協働意識や共同体感覚を醸成し、メン
バーが目標に向かって相互に協力し合うチー
ムになることにつながります。学校名の頭文
字を使うなど覚えやすく親しみやすい表現に
したり、学校行事などの機会に頻繁に学校の
教育目標に言及したりする工夫が有効です。

４．学校の教育目標の共創・共有・
　　見つめ直し

　また、時代や児童生徒の実態を踏まえ、学校
の教育目標も、学習指導要領改訂や校長の交代
のタイミングなどに見つめ直すことが必要で
す。見つめ直した結果、同じ目標に納まったと
しても、皆が学校の教育目標の意味を理解、納
得して日々の実践に臨んだり、学校の旗印とし
て関係者の凝集性を高めたりすることに意義
があります。また、子供たちと全人的に関わ
りながら生活と学習を日々共にしている教職
員たちは、その専門性に依拠しつつ、子供の
側から教育ニーズを把握し、一人一人の子供
の幸せな人生についての願いを紡いでいくこ

とができる枢要な立ち位置にいます。管理職
等は、教職員を信頼し、皆が安心して心から
の願いを語り合える場と機会を設け、ワーク
ショップなどの方法も活用しながら対話を通し
て目標を「共創」「共有」していきたいもので
す。さらには、学びと成長の主体である子供た
ちと、そして保護者や地域住民といった関係者
とも、実践を通して、目標を共有することによ
り、次第に学校文化が醸成されていきます。　　

　（田村　知子）
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Q u e s t i o n

田村　知子

3
「単元配列表」を作成することによってカリキュラム・マネジ
メントに取り組む学校が増えてきているようです。その意義
はどこにあり、どのように進めたらよいでしょうか？

１．「単元配列表」作成の意義

　「単元配列表」は、各教科等×指導時期（月）
のマトリックス状に、１学年分の単元を記載し
た表で、カリキュラム・マネジメントのツール
の一つとしてよく用いられています。育成を目
指す資質・能力別や現代的な諸課題に関する学
習などのテーマ別に単元名を色分けしたり、学
習内容や学習方法の関連がある単元間を線や矢
印で結んだりします。１年間の流れと各教科等
の学習内容等について一覧性が高いことが特徴
です。まずは、実践校の経験から、このツール
を有効活用した場合の意義を示します。

・ 学年で重点的に取り組む単元を明確にした。

・ 資質・能力を明確に意識した単元構成や
指導ができた。

・ 目標、内容、方法、評価において、各教科・
領域等の間の関連が明確になった。

・ 教科内での単元間の関連（系統性）に意
識的になった。

・ 学校事務職員とともに「単元配列表」を
作成したり、年度当初に作成した「単元
配列表」を事務職員と共有したりするこ
とにより、各単元に必要な施設・設備や
教材・教具、予算について、事務職員の
意見やアイディアを出してもらったこと
で、円滑に条件整備を行えた。

・ ゲストティーチャーや地域の関係者（学
校運営協議会のメンバー等）と「単元配
列表」を共有し、例えば「まちたんけん」
で訪れるとよいと思われる場所や、学習
材となりそうな地域資源（例えば、祭り
や協力者など）についての情報を得た。

・ 職員室に掲示された大きな「単元配列表」
の前で、会話する教職員の姿が見られる。

・ 児童生徒が教科のつながりに気付いたり、
教科を超えて考えたりするようになった。

・ 児童生徒と学習を振り返る材料にした。

　
２．「単元配列表」活用上の留意点　　

　ただし、「単元配列表」の作成＝カリキュラム・
マネジメント」という誤解がある場合、実践が
形骸化し、「作成したが使っていない」「面倒な
作業が一つ増えただけ…」という状況に陥って
しまいがちです。上記の成功例に共通するのは、
「単元配列表」を媒介とした関係者の対話と振
り返り、協働が促されていることです。協働的
に、児童生徒の学びを想像する、児童生徒の姿
や実践の足跡を残す、教師の暗黙知を「見える
化」する、といったことができれば、「単元配
列表」は、計画表、実践の記録簿、カリキュラ
ム評価やカリキュラム開発の有効なツールとな
りえます。有効活用のための留意点と工夫を挙
げておきます。
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　まず、目的（子供の学びを豊かにする、資質・
能力を育成するなど）と手段（「単元配列表」
を作成する）が、知らず知らずのうちに同一視
されたり、すり替えられたりしていないかにつ
いて折に触れて確認し、目的を確認することで
す。
　特に管理職やミドルリーダーは、教職員が「単
元配列表」をうまく使いこなせるように以下の
ような工夫をすることができるでしょう。

・	学校の重点教育目標や教育課程の編成・
実施方針を明確にし、それと各単元や学
校行事等との関連性を考えることができ
るような「単元配列表」の様式にする。
関連性について、教職員に確認するよう
促す。

・	「単元配列表」作成の目的や、評価・見直
しをする際の観点、何を「見える化」し
たいかを明確にする。全ての単元を書き
込む必要はなく、目的に応じて取捨選択
する。

・	年度当初に「単元配列表」の作成、	見直し、	
引き継ぎの機会を計画し、そのための体
制を整備する。

・	経験の浅い教師や初めての学年を受け持
つ教師を支援する体制を整える。例えば、
学年会や教科会（時にはそれらを超えた
混成のチーム）で、「単元配列表」を囲ん
でワークショップ型の対話ができるよう
な時間を確保したり場を設定したりする。

・	作成した「単元配列表」を各自が活用で
きるよう、各自が手元に置くよう推奨し
たり、職員室等に全学年分を貼り出して
朱筆や付箋を加えられる状態にしておい
たりする。

・	従来の年間指導計画書等の必要性を再検
討・精選し、作業量の増加を抑制する。

（田村　知子）
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田村　知子

4
教科等横断的な視点から、学習の基盤となる資質・能力や現代的な
諸課題に対応して求められる資質・能力を育てる授業づくりが必要
だと思われます。それらはどのように進めればよいでしょうか？教
科等を横断することが自己目的化したり、構想や準備に時間をかけ
過ぎたりしないためにはどのように取り組めばよいでしょうか？

１．各教科等の特質に応じた「学習の
基盤となる資質・能力」の育成

　「学習の基盤となる資質・能力」や「現代的
な諸課題に対応して求められる資質・能力」に
ついて、各教科等の特質に応じて、どの単元
で、あるいはどのような場面で、意識的に育成
することが可能かについて検討する必要があり
ます。
　実は、実践校でも教科等横断的な取組につい
ての悩みが語られました。ある小学校では、言
語能力の育成への取組の1年目、「インタビュー
やスピーチの活動について、総合的な学習の時
間と国語を関連させたが、同じことを２回やっ
ているような感覚に陥った」「国語を意識する
あまり、子供の自由な発想を、話型にはめてい
る感じがする」「つなげなくてはと思うあまり、
難しく、がんじがらめになっている。生活科は
もっと楽しかったはずなのに」といった具合で
した。枚方市立招提小学校でも、初年度は、「単
元配列表」を作成するとき「どれも言語能力育
成の機会に思えてきて、どこまで学習活動をつ
ないでいいのか分からず、つながりの矢印だら
け」「教科同士をつなげることが目的となって
しまい何がしたかったのか目標を見失った」そ
うです。招提小学校では、その後、学校の教育
目標を再確認し、児童の実態に立ち戻って「児
童に付けたい力は何か」を考え、それを学年ご
との具体的な姿で表しました。そして、国語科
を「単元配列表」の真ん中に配置して見やすく
した上で、「付けたい力を付けるために国語科
で学んだことを他教科で使う」という視点で教

科のつながりを探す、「迷ったときは必ず付け
たい力に戻る」といった方針をとることにより
リカバリーを果たしました（大阪府教育委員会
「カリキュラム・マネジメントの手引き令和元・
2年度版」）。
　これらの事例は、教科等横断的に取り組む場
合、なぜ教科等横断させるのか、育成したい資
質・能力はどのようなものか、という問いに立
ち戻ること、各教科等の固有性を再確認するこ
との重要性を示唆しています。

２．「現代的な諸課題に対応して
　　求められる資質・能力」の育成に
　　向けたカリキュラム開発

　「現代的な諸課題に対応して求められる資質・
能力」については、総合的な学習の時間のテー
マと関わらせている学校が多いようです。当該
学年において教科等で学習する内容との関連で
現代的な諸課題をテーマとして設定すると実施
しやすいでしょう。現代的な諸課題に関しては、
「中学校学習指導要領解説総則編」に「現代的
な諸課題に関する教科等横断的な教育内容」に
ついての参考資料が掲載されていますので、参
考になります。例えば「放射線に関する教育」
は国語（小１〜 6、中 1 〜 3）、社会（小 4）、
理科（中２、3）、技術家庭（中）、保健体育（中）、
特別の教科道徳（小 1〜 6、中）の内容を関連
付けられるものが示されています。ここで注意
したいことは、総合的な学習の時間のテーマが
長年固定されていて、なぜそのテーマがその学
年に設定されたかについての確認がないまま
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に、「例年どおり」実施することによって、「こ
なす」時間になってしまわないようにすること
です。去年と同じテーマを取り上げることが悪
いと言っているのではありません。「カリキュ
ラムを変えられない」と思い込んでしまうこと
が問題なのです。改めて、「現代的な諸課題に
対応して求められる資質・能力」の育成につな
がりそうな各教科の単元を洗い出してみて、ど
んな授業ができるのかについて、教科等を超え
た教職員同士の創造的な対話によるカリキュラ
ム開発ができると、教科等を超えて学ぶことの
意義を児童生徒も実感できるでしょう。

３．「単元配列表」の有効活用

　ところで、「単元配列表」は、年間や学期といっ
た中長期的なスパンで教科等横断的な学びをデ
ザインするために有効ですが、作成には時間や
エネルギーを要します。より取り組みやすい方
法として、総合的な学習 /探究の時間や、学校
の教育課程の核となる教科等の学習活動（年間
レベル /単元レベル）を１枚の用紙に書き出し、
それを学年の教師で囲んで対話しながら、関連
する他教科等の単元や学習活動を書き込んだ付
箋紙を貼り付けていくようなワークショップ型
校内研修や、年間の取組の構想やストーリーを
フリーハンドで描いてみるのもよいでしょう
（右上図）。各教科等の学習指導案に教科等横断
的な視点を書き込む欄を設ける方法も取り組み
やすい方法です。　　　　　　　

　（田村　知子）

　福岡教育大学附属小倉中学校提供

総合的な学習の時間
活動計画（年間または単元）
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筆者作成

【事例 福岡教育⼤学附属⼩倉中学校】 第２学年
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１．既有の情報を生かすことの重要性

　学校教育は目標の実現を目指して行われま
す。そのために、教育課程をはじめ様々な計画
を作成（P:Plan）し、それらをもとに教育活動
を展開（D:Do）していきます。その過程や結
果が目標に迫っているかを評価（C：Check）し、
改善点を明らかにして次に生かしていく（A：
Action）ことは、学校として組織的、計画的
に教育活動の質の向上を図っていくカリキュラ
ム・マネジメントにおいて不可欠なことです。
　各学校でカリキュラム・マネジメントを進め
る上でどのような情報をもとに取組を改善して
いくかが重要になります。学習指導要領では、
カリキュラム・マネジメントについて「児童生
徒や学校、地域の実態を適切に把握し」「教育
課程の実施状況を評価してその改善を図ってい
くこと」を求めています。その基になった平成
28年の中央教育審議会答申では、「教育内容の
質の向上に向けて、子供たちの姿や地域の現状
等に関する調査や各種データ等に基づき、教育
課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一
連の PDCAサイクルを確立すること」が示さ
れています。
　PDCA サイクルを回していく上で、新たに
収集しなければならない情報もあると思われま
すが、学校には既に多種多様な情報が存在しま
すので、まずそれらの活用を考えることが大切
です。例えば、児童生徒の学習に関する様々な
記録もあれば、国や都道府県による学力調査の
結果がフィードバックされたデータなどもあり

吉冨　芳正

5
カリキュラムの改善などに当たって、諸調査の結果などの既有の情
報を生かすこともカリキュラム・マネジメントの取組として捉えら
れます。そうしたことにどのように取り組んだらよいでしょうか？

ます。
　学校にある情報には質的なものと量的なもの
があります。質的な情報は事象を状況や文脈と
関連付けて解釈できるといった性質がありま
す。量的な情報は全体的な傾向や変化などを把
握しやすいといった性質があります。質的な情
報と量的な情報の両方のよさを組み合わせたり
すり合わせたりしながら、自分たちの取組の成
果や課題などの検討に役立てることが大切で
す。
　このように学校にある情報を自校の教育の質
を高めるためにうまく生かしていくことは、カ
リキュラム・マネジメントの三つの側面のうち
二つ目の側面である PDCAサイクルを回して
いくことと三つ目の側面である資源を活用する
ことの両方に関わる具体的な工夫の一つと言え
ます。

２．既有の情報活用のポイント

　各学校が既有の情報を生かすためには、まず
学校の中にどのような情報があるのか、現在ど
のように扱っているかを把握し整理することが
必要です。例えば、児童生徒の学習の記録につ
いて様々な形で残されています。ワークシート
や制作物などとそこへの教師のコメント、テス
トの結果といった日常的なものをポートフォリ
オ的に蓄積していくことも考えられますし、通
知表や指導要録の記録などもあります。また、
学校として行うアンケート調査や標準検査、国
が行う全国学力・学習状況調査、都道府県や市
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区町村の教育委員会が行う学力その他の調査な
どがあります。
　こうした各種の情報は、一定の時期や期間に
おける児童生徒の実態や意識、取組の結果など
を表すものであり、それらを分析したり他の情
報と関連付けたりして、教育課程、指導計画、
学習指導や教材・教具、評価、指導体制、組織
や校務分掌とその運営、研修や研究、施設・設
備、保護者や地域との連携など、様々な取組の
改善の手掛かりを探ることができます。
　各学校では、こうした各種の情報が得られる
時期や性質などを整理し、それらの情報を重ね
合わせるなどの活用を組み込んで PDCAサイ
クルの期間や方法、体制などを構築していくこ
とが重要になります。

３．手引きにみる既有の情報活用の
　　手掛かり

　棚倉町教育委員会の手引きでは、「諸調査結
果個人シート」が紹介されています。このシー
トには、キャリア教育意識調査（棚倉町で実施）、
標準検査、全国学力・学習状況調査、ふくしま
学力調査（福島県で実施）、単元テストの結果
や四半期ごとの資質・能力の評価や通知表の所
見等が記載できるようになっています。手引き
では、シートの作成の意義について、「様々な
調査結果や評価結果を１枚のシートにまとめる
ことで、より個に応じた働きかけができるよう
になる」、「学力が向上しない要因や向上した要
因を多面的に把握することが可能」になる、「資
質・能力の伸長と学力向上が結び付かないとい
う事態も起こりにくくなる」とされています。
　こうしたシートやキャリア・パスポートへの
子供たちや教師の書き込みなどを基に学習指

導、ガイダンスやカウンセリングを充実させ、
「四半期ごとに重点化を図った資質・能力の育
成を支援していくこと」、「実践の成果を資質・
能力が身に付いた子供の学びの姿で、共有し発
信すること」が大切にされています。
　こうした工夫をする際には、手引きでも示さ
れているように「シートの完成が目的ではなく
（中略）個に応じて指導するためのツール」で
あり「負担にならないように活用する」ことが
重要です。このシートは情報が電子的に作成さ
れていることを前提としている点には留意する
必要があります。
　また、能代市教育委員会の手引きでは、能代
市立能代第二中学校の取組として、PDCA サ
イクルによる検証改善を、①授業研究会を通し
た評価と改善、②全国学力・学習状況調査、県
学習状況調査等による評価と改善、③能代市教
育委員会独自の学校訪問システムによる評価と
改善という三つの柱で進めていくことが紹介さ
れています。（下図参照）。こうした多面的で年
間を見通した評価と改善の仕組みの一つとし
て、全国学力・学習状況調査の結果などを分析
し実践に生かす取組が行われています。　

（吉冨　芳正）

能代市教育委員会の手引き
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１．カリキュラム・マネジメントの
　　推進とミドルリーダー

　カリキュラム・マネジメントの営みが校内の
全ての教職員の主体的な関与によって成り立つ
とは言え、実質的には管理職や主任層（ミドル
リーダー）たちがその営みを特に推進していか
なければならないのも事実です。多くの学校で
はこれまで、カリキュラム・マネジメントに関
わるそれぞれの取組を職階と分掌とによって分
担してきました。学校の教育目標やグランドデ
ザインの設定は学校長が担い、具体的な教育課
程編成や管理は教務主任が担い、校内全体の授
業改善は研究主任が担い、生徒指導は生徒指導
部（担当）が、進路指導は進路指導部（担当）が、
地域や保護者との連携協働は教頭が…という具
合に、良いように言えば「分担」的に、悪いよ
うに言えば「分断」的に、学校運営を行ってき
たわけです。カリキュラム・マネジメントはこ
うした取組のクラスター化（担当が個別に取組
を進め、全体の見通しがもてなくなっている状
況）を改善（解消）し、学校の教育課程を中心
とした一貫した教育活動を行っていくことを目
指すものです。
　カリキュラム・マネジメントに関する具体的
な取組がリーダーに偏っている事態は、業務負
担の問題に限らず、他の教職員の主体的な参画
意識を低く留めてしまうという点でも問題があ
ります。とは言え、カリキュラム・マネジメン
トの営みに対する「意識改革」を謳ったところ
で、多くの教職員にはピンとこないのではない
でしょうか。

赤沢　早人

6
カリキュラム・マネジメントを推進していく上で、校長、副校長、教頭
などの管理職や教務主任、研究主任などの主任層（ミドルリーダー）の
果たす役割は大切だと考えられます。管理職に加えてミドルリーダーに
も活躍してもらいたいと思いますが、どのようにすればよいでしょうか？

２．カリキュラム・マネジメントに
　　関わる取組への共通理解と協働

　まずは、カリキュラム・マネジメントに関す
る取組として誰がどのようなことを行っている
のかという現状の把握を校内全体で行う必要が
あります。とりわけ専門分化が進み、学校規模
も大きくなりがちな高等学校では、隣の学級担
任の先生が、別の教科の先生が、普段何をどの
ようにしているのか知りませんし、知る必要も
ないという相互不干渉に陥りがちです。職員会
議や校内研修の機会などを通じて、学校長も含
め全ての教職員が、カリキュラム・マネジメン
トの営みに関わって（すなわち学校の教育目標
の実現を目指して）、何を目指し、何に取り組
んでいるのか、あるいは、何に取り組むべきと
考えているのかを出し合って、校内での共通理
解を図る必要があるでしょう。
　ただ、共通理解を図ったところで、「それは
それとして各自で進めていきましょう」では、
特定のリーダー（特にミドルリーダー）に業務
が偏る問題は解決しません。共通理解を図った
上で、リーダーが抱えがちなカリキュラム・マ
ネジメントに関わる取組を、いかに校内教職員
で広く協働的に行っていけるかを具体的に検討
していくというフェーズに進めるとさらによい
でしょう。
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３．具体的事例

　手引きでは、京都市教育委員会の事例に、ま
さしくリーダーたちのカリキュラム・マネジメ
ントに関する「生の声」が紹介されています。（編
集後記的な自由記述として、カリキュラム・マ
ネジメントに取り組んだ教職員の感想を掲載）。
　また、山口県教育委員会の事例では、Q&A
方式でこの問題の解決に係る具体的な取組が紹
介されています（「Q12　カリ・マネって管理
職がやるものって思っちょらん？」）。
　また、宮崎県教育委員会の事例では、規模や
文化の関係からとりわけクラスター化が進みや
すい高等学校での改善事例が示されています。
特に、「カリキュラム・マネジメントに関する
Q&A」（59 ページ〜）にまとめられた高等学
校で直面しがちな実践的な課題に関わって、「Ｑ
６教師の同僚性・協働性を高めて、組織力を向
上させるには？」「Ｑ７カリキュラム・マネジ
メントを進めるための校内の授業研修の在り方
は？」の２項目は、高等学校での取組のヒント
を示していると言えるでしょう。　　　　

　（赤沢　早人）

宮崎県教育委員会の手引き

京都市教育委員会の手引き

山口県教育委員会の手引き「実践編」

─ 22 ─
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村川　雅弘

7
カリキュラム・マネジメントを推進する上で、校内研修や
授業研究が大切になると思われます。それらをどのように
位置付けて推進すればよいでしょうか？

１．カリキュラム・マネジメントの
　　推進と校内研修の工夫・改善

　各学校がカリキュラム・マネジメントを推進
していく上で、校内研修の工夫・改善は極めて
重要です。校長や副校長、教頭などの管理職だ
けが学校改革の方向性や方策を認知しているだ
けでは、その実現は不可能です。教職員一人一
人が自分事として捉え、日々の授業の工夫・改
善を伴ってこそ、カリキュラム・マネジメント
の充実を図ることができます。
　学校全体の取組を自分事とするための研修方
法として「ワークショップ型」が全国で広く取
り組まれています。研修の参加者が「共通理解
を図る」「各自がもつ知識や体験、技能を生か
しつなげ合う」「具体的なアクションをつくり
実行に移す」「絶えず問題を見付け改善を図る」
「互いに学び合い力量を高め合う」が研修の形
態やプロセスに内在していて、結果として望ま
しい組織の状態（当面の課題への素早い対処や
解決、学校組織の活性化と学校改革の創出、教
職員の力量向上）を形成しやすくする研修手法
だからです。
　教職員一人一人による日々の授業づくり・授
業改善が、二つ目の側面の「PDCA サイクル
の確立」の鍵を握っています。年間を通しての
教育課程全体の見直し・改善には日々の授業の
不断の見直し・改善が大きく関わっています。
個々の教師の授業の見直し・改善を組織的・計
画的に行うのが「授業研究」です。昨今は、授
業研究においてもワークショップ型が取り入れ

られ、経験年数や専門性を越えて、学校の教育
目標の実現につながる望ましい授業の在り方・
具体を追求しています。能代市においては全て
の学校でワークショップ型の授業研究を取り入
れています。

　
２．カリキュラム・マネジメントの
　　三つの側面・構成要素と校内研修　
　カリキュラム・マネジメントを推進していく
上での、研修課題及び研修方法として以下のこ
とが挙げられます。指定校の事例を中心に取り
上げ、研修の時期や内容、具体的な方法を紹介
しましょう。

①子供や地域の実態把握と学校の教育目標の設定
　カリキュラム・マネジメントの第一歩は子供
や地域の実態把握です。学校の教育目標の設定
や授業づくりの大前提です。能代市立第四小学
校では、育てたい資質・能力の設定に関しては
教職員全員で SWOT分析を行いました。教育
委員会は能代市立第四小学校の事例を基に、そ
の必要性や手法を、小学校・中学校の教務主任
と研究主任の合同研修を通して市内・県内の学
校に紹介しています。児童生徒の実態分析・共
通理解の方法として、横軸に「学習面」と「生
活面」、縦軸に「よさ」と「課題」とした「概
念化シート」の上で、各教師が児童生徒に関す
る気付きや情報を出し合い、KJ 法を用いて整
理する手法も広く行われています。
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②グランドデザインの策定
　能代市教育委員会では委託研究校の事例を基
に、「全教職員によるグランドデザインの策定」
の意義や方法を、合同研修や指導主事による学
校訪問を通して全市に広げています。校長の
リーダーシップの下、全教職員が自分事とし、
ベクトルを揃えて学校づくり・授業づくりを行
う上で重要です。人事異動がある公立学校にお
いては重要な方策です。

③教科等横断的な教育課程編成【一つ目の側面】
　一つ目の側面に直接関わる研修が「各教科等
の目標や内容の関連を明確化する研修」です。
これまでは、生活科や総合的な学習 /探究の時
間と各教科等の内容面や方法面の関連を明らか
にする研修が行われてきました。今次学習指導
要領改訂では、各教科等間の関連も明確にする
ことが求められています。能代市立第四小学校
では、教科等横断的な授業を実現するための「カ
リキュラム・マネジメント取組一覧表」を作成
しています。例えば、算数科の「比較・検討」
の学習活動を中心に算数科の学年間の縦のつな
がりと教科間の横のつながりを明確にし、目指
す資質・能力の評価を単元ごとに行っています。
　このような各学校におけるカリキュラム・マ
ネジメントの推進に関わる望ましい取組を合同
研修や指導主事の学校訪問を通して全市の学校
に広げていきたいものです。

④カリキュラムの形成的評価の一環としての
　授業研究【二つ目の側面】
　授業研究においても教科等横断的な視点が検
討課題となります。特に、教科担任制の中学校
や高等学校では工夫が必要でしょう。能代市立
能代第二中学校では「教科の壁を越えた協働研
究」を、年 5回の「授業研究を核とした授業
改善の年間 PDCA」を実施しています。1回目

は、学校の課題と改善策を共有し、各教科等で
共通実践します。2回目から 4回目は、全員で
取り組んだ改善策の成果を、授業研究を通して
検証します。5回目は、検証した成果を踏まえ
次年度の計画や重点課題の策定に生かします。
教科等横断的なグループ編成で指導案検討も行
うことで、他の教科等での工夫・改善の方法を
共有し、授業づくりに生かすとともに、生徒の
立場に立った「専門外だからよく分からない」
という視点を重要視しています。

⑤カリキュラムの総括的評価としての年間指導
計画等の見直し・改善【二つ目の側面】

　能代市教育委員会では、教育課程全体の評価
においてこれまで行ってきた「あきた型学校評
価」に加え、大阪教育大学の田村知子教授らが
開発した「カリキュラム・マネジメント検討用
シート」を活用しています。能代市立第四小学
校では、学校の教育目標の定着状況を各種調査
結果から検討し、次年度に向けて指導部ごとに
見直し・改善を図っています。なお、全国学力・
学習状況調査（4月実施）や秋田県学習状況調
査（12 月実施：４又は５教科）などの検証及
びそれに基づく授業改善を教職員全体で行うこ
とは秋田県下で 20 年ほど前から共通に行われ
てきました。

⑥人的・物的資源の体制づくりとその活用
　【三つ目の側面】
　信州大学では、SWOT 分析により内部環境
と外部環境のプラス面とマイナス面を明確にす
る研修を提案しています。また昨今は、コミュ
ニティ・スクール制度と連動させる自治体が増
えてきていますが、山口県教育委員会は「やま
ぐち型地域連携教育」を推進し、「学校・地域
連携カリキュラム」「熟議」「地域学校協働活動
推進員」など様々な施策を講じています。　

　（村川　雅弘）



28

Q u e s t i o n

村川　雅弘

8
児童生徒によるカリキュラム・マネジメントへの参加・参画
ということがいわれることがあります。児童生徒の関わりに
ついてどのような意義や課題、留意点があるでしょうか？

１．カリキュラム・マネジメントを
　　推進する上での
　　児童生徒の意見や思いの反映

　教育課程の編成は各学校が主体となって行う
ものであり、その最終責任は校長にあります。
カリキュラム・マネジメントにおいては、学習
指導要領総則に記されているとおり、「児童（生
徒）や学校、地域の実態を把握」した上で、三
つの側面に取り組むこととされています。そう
した観点から、授業や行事、委員会活動等にお
いて、児童生徒がどのように感じ何を思ってい
るかを把握し、その見直し・改善に反映させて
いくことは重要です。
　例えば、能代市立二ツ井中学校では、教育課
程の評価・検証・改善に生徒が関わっています。
二ツ井小学校と連携して行った起業家教育の研
究実績（令和元・２年度）を踏まえ、令和３年
度に模擬会社「きみまちカンパニー」を立ち上
げ、生徒が地域と関わり、観光や福祉、道の駅
等の 6事業所を運営しています。社長は生徒
会長が務めています。「ステップアップカード」
で個人の振り返りを行い、それを踏まえて各事
業部の生徒が各探究のプロセスごとに活動の振
り返りを行います。中学校の教師は事業部ごと
に小学校の教師及び生徒リーダーとの担当者会
議を行っています。生徒の一人一人及び生徒に
よる事業所ごとの PDCAサイクルと教師によ
る PDCAサイクルが上手く連動している好事
例でしょう。

２．授業研究における児童生徒の参画

　学校のカリキュラム・マネジメントの PDCA
サイクルのDの中に、日々の授業の PDCAサ
イクルがあります。授業を計画・実施し、その
日の理解状況等により、次の授業で補足説明を
したり、別教材を投げ込んだりします。教師
は日々授業の PDCAサイクルを回しています。
組織的に Cを行うのが授業研究です。通常の
授業研究は、一つの授業を複数の教師が参観し、
事後で協議する。研修全体での学びを、授業を
通して児童生徒に還元します。
　熊本大学教育学部附属中学校は、各学級から
選ばれた「学習リーダー」2名が、研究授業を
教師に交じって参観し、生徒だけによる授業研
究（「響き合い学習会」）を行い、その成果を各
学級に還元しています。教師は生徒による協議
内容を踏まえて、事後の協議を行い、学びの主
体である生徒の意見を、授業改善に生かしてい
ます。このような取組を 15 年ほど続けてきま
した。生徒たちは、令和４年度はクリティカル
シンキングに着目し協議を進めてきました。当
初は「あら探し」的な狭い意味で捉えていまし
たが、その後軌道修正を行い、「自分と相手の
意見を客観視し、常に穴はないか、多面的な視
点で慎重に思考することで、問題解決の過程を
深める」と定義付けています。
　福岡教育大学附属小倉中学校も生徒が授業研
究に関わっています。生徒作成の「授業参観シー
ト」の視点は、「話題について、もっと知ろう
としたり、もっと深めようとしたりする様子が
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見られるか」や「話合い活動を通して、自分の
考えを更に深めなければならないことや別の視
点をもたなければならないことに気付き、広げ
たり深めたりしようとしているか」、「授業で得
た知識や学んだ事柄を実生活と関連付けて考え
たり整理したりすることができているか」など、
生徒が自分自身の学びの姿を評価する項目が多
く設定されています。「先生が作っている授業」
ではなく「自分たちが作っていく授業」だとい
う認識をもつことにつながっています。生徒自
身が、学びの在り方を自ら反省し、より深い学
びを行うためにはどうすべきかを考え、見直し
ます。また、生徒の授業評価から、どのような
手立てが必要なのか、必要でないか、何が有効
なのか、何が生徒の思考を妨げてしまったのか、
というような授業改善のための気付きを、教師
が得ることを可能にしています。

３．児童生徒自身による「自己の学び
のカリキュラム・マネジメント」

　カリキュラム・マネジメントを発展させた究
極の姿は、児童生徒が学校のカリキュラムの開
発や実施に参画し、その過程で学びや生活をマ
ネジメントできるようになることと考えます。
（ここでは、「児童生徒による『自己の学びのカ
リキュラム・マネジメント』」と呼びます）。各
学校がカリキュラム・マネジメントを推進して
いく過程で、学校の様々な教育活動に関して、
児童生徒が目標を設定したり、各教育活動の見
直し・改善に関わったりすることは可能です。
児童生徒の意見や思いを踏まえた上で、教師が
各教育活動の見直し・改善を図ることは、結果
的には成果の一つとして、児童生徒自身が「自
己の学びのカリキュラム・マネジメント」を行

う力を育むきっかけとなります。
　棚倉町教育委員会では「自己マネジメント
力」育成を目指し、学習等の計画を児童生徒自
身が決めて振り返ることを重視し、棚倉型サイ
クル学習（RVPDCA）を提唱しています。一
般的な PDCA サイクルに加え、「R(esearch)：
自己を知る」と「V(ision): 課題（目標、めあ
て）を立てる」を設定しています。子供たちの
実態等を踏まえて教師が設定した育てるべき資
質・能力を子供に意識させ、教科等横断的に指
導し、子供の姿で成果を共有していく評価サイ
クルを回すことを念頭において、具体的なカリ
キュラム・マネジメントの手法として「意識化」
「具体化」「対話で育む」「自分で決める」「評価
サイクル」「レバレッジポイント」「個人シート」
「共有化」の 8つを掲げ、その重点化は各校に
委ねています。
　棚倉町立高野小学校では、「意識化」「具体
化」「自分で決める」「評価サイクル」を中心に
取り組み、「自分で決める」に関わる取組とし
て、年間を通して使用するキャリアパスポート
と四半期ごとや行事ごとのキャリアパスポート
に加えて、毎日使用する「自己マネシート」が
あります。日課表に位置付けた「自己マネタイ
ム」に家庭学習の計画を立てさせます。キャリ
アパスポートが「自己のカリキュラム・マネ
ジメント」の大きな PDCAサイクルとすれば、
「自己マネシート」は、きめ細かい PDCAサイ
クルに該当すると言えます。子供たちのマネジ
メントを行う力を育むこうした取組が、育てた
い資質・能力を子供の姿で教師が捉えるととも
に、子供たちにも意識させ教科等横断的に育成
する、という学校のカリキュラム・マネジメン
トの中で行われています。　　　

（村川　雅弘）
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9 GIGAスクール構想の推進をカリキュラム・マネジメント
にどのように生かしていけばよいでしょうか？

１．GIGAスクール構想と
　　カリキュラム・マネジメント

　現行の学習指導要領実施直前の令和２年 2
月に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が
始まり、学校は休業に追い込まれました。学校
再開後も感染症対策と学びの保障の両立を求め
られる中、その解決のための有効な手段の一つ
として、同年 7月に「GIGAスクール構想」が
予定より 3年ほど前倒しして進められました。
GIGAスクール構想を新たな施策として捉える
のではなく、GIGAスクール構想により整備さ
れた一人一台端末の活用を、カリキュラム・マ
ネジメント推進の一環として位置付け進めてい
くことが重要です。
　学習指導要領総則には「教科等横断的な視点
に立った資質・能力」として、言語能力や問題
発見・解決能力とともに「情報活用能力（情報
モラルを含む。）」も学習の基盤となる資質・能
力として示されており、「主体的・対話的で深
い学びによる授業改善」においても ICT 活用
は必然です。また、カリキュラム・マネジメン
トの三つ目の側面「人的・物的資源の体制づく
りと活用」に関しても、これまでは身近な地域
における人的・物的資源の活用に留まっていま
したが、一人一台端末によりその活用の幅は大
きく広がります。
　中央教育審議会教育課程部会における審議の
まとめ（令和３年 1月）においても、「これか
らの学校教育を支える基盤的なツールとして、
ICTは必要不可欠なものであり、一人一台の端
末環境を生かし、端末を日常的に活用していく

必要がある。（中略）ICT の活用により学習指
導要領を着実に実施し、学校教育の質の向上に
つなげるためには、カリキュラム・マネジメン
トを充実させつつ、各教科等において育成を目
指す資質・能力等を把握した上で、特に「主体
的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改
善に生かしていくことが重要である。（中略）」
と、カリキュラム・マネジメントに関連させて
取り組む必要性を述べています。

２．カリキュラム・マネジメント
　　委託団体の取組から

①棚倉町教育委員会の事例に学ぶ
　棚倉町教育委員会では、令和２年度末に端末
及びネットワークを整え、令和３年度に町で
ICT 支援員（ICT に長けた元教師）及び ICT
専門の研究者を雇用・登用し、対面又はオンラ
インでの研修を実施しました。令和４年度には
町全体で教師が使えるようになっています。小
規模とは言え、町による GIGA スクール対応
のカリキュラム・マネジメントの好事例と言え
ます。　
　棚倉町立高野小学校は児童数（令和５年度）
41名の小規模校です。児童同士仲が良い反面、
表現力・対話力に課題がありました。学習の基
盤としてのコミュニケーション能力（言語能力）
や情報活用能力の育成を目指し、授業中におけ
る思考の可視化や他校とのオンライン交流に端
末を活用し、授業改善を図っています。国が奨
励しているように、端末を「文房具」として、
授業での意見交換や調べ学習、写真や動画によ
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る活動の保存・確認等の活動で使うだけでなく、
家庭に持ち帰らせ、AI ドリルを中心に学習の
復習や補充などにおいて日常的に適切に使いこ
なしています。家庭での使用状況は研究主任及
び学級担任が自分の端末で確認することができ
ます。同校は全ての教室が同じ階にあるので、
互いの授業を随時参観することができるのも、
各教師の ICT 活用力が早期に身に付いた要因
の一つです。
　教科担任制の中学校や高等学校では、空き時
間を利用して授業を部分的にでも参観すること
は可能です。日常的にICT活用（同時に、主体的・
対話的で深い学びの授業づくり）の様子を学び
合いたいものです。また、中・大規模の小学校
でも、手の空いた教師が端末やビデオカメラで
ICT活用の様子を記録し、それを共有フォルダ
に入れて参考にし合うことは可能です。各学校
の実情に応じて、効果的なOJT 研修を計画・
実施していきたいものです。

②能代市教育委員会の事例に学ぶ
　能代市では、端末をどの授業でも文房具の一
つとして普通に活用しています。「ICT 活用に
関する研修を特段行わなくとも、生徒は自由に
使えているので失敗を恐れずに使おうと教職員
に伝えている」と能代市立能代第二中学校の校
長は述べています。
　令和２年度に GIGA スクール構想が始まる
時に、独立行政法人教職員支援機構（NITS）
が ICT に関するオンライン研修を行いました。
その際に、能代市教育委員会では、全ての小・
中学校から一人ずつ受講させています。令和３
年１月には、ICTに長けた教師に活用した授業
公開を行ってもらい、「このように ICT を使え
ば、授業が変わる」ということを、授業を通し
て伝えています。その後、その受講生が各校で
GIGAスクールの趣旨や使用方法を伝え、今日

に至っています。各校に ICT のリーダーを育
てることを計画的に行ってきたわけです。
　能代市立能代第二中学校では、ICT活用の授
業づくりのポイントを「他者との協働」「どれ
だけ相手に伝えるか、という学び合い」として
います。「ICT を活用して学び合いを進めてき
た結果、この数年で子供たちの文章量が格段に
増えた」「ICT は今の子供たちの言語活動の特
徴（短い文章で伝え合う）に合致している」と
能代市立能代第二中学校の校長は述べていま
す。市では「ICT活用の事例集」が作られ、好
事例が共有化され、実践が広がってきています。
「年々、教師の ICT 活用力がスキルアップして
きている」と指導主事は述べています。
　先を見通した市による GIGA スクール対応
のカリキュラム・マネジメントが功を奏してい
ると考えられます。
　棚倉町教育委員会と能代市教育委員会の取組
から共通に再認識することは「ICT活用が目的
化しないこと」です。元々授業力の高い教師ほ
ど結果的に ICT 端末を効果的に使いこなして
いることです。
〇	前時の振り返り（既習事項の確認）を手際よ

く行う。

〇	本時の学習事項への興味関心や意欲を引き出す。

〇	一人一人の考えを端末で確認し、机間指導の

補充に使う。

〇	子供同士が一人一人の考えを比較・検討する。

〇	自分の動作を客観的に捉え、改善に生かす。

〇	個に応じた課題を提示する。

〇	近隣に限られていた専門家への取材や学校間

交流の範囲が拡大する。

〇一人一人が学びを蓄積し、振り返る。

など枚挙に暇がありません。これまで培ってき
た授業づくりのよさを、端末を活用することで
より充実・発展させていきたいものです。

（村川　雅弘）
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１．教職員全員が
　　カリキュラム・マネジメントの
　　当事者だという意識をもつ

　カリキュラム・マネジメントは、学校の教育
目標を実現するために教育活動や経営活動の全
体を視野に置き、様々な要素を関連付けながら、
児童生徒の学びや成長のための手立てを講じ改
善していく営みです。自校の教育全体がシステ
ムとしてよりよく機能し、自分たちの工夫が児
童生徒の学びや成長につながっているかを常に
意識し、みんなで話し合い、共に取組を改善し
ていくことが大切になります。それは特別なこ
とではなく、全ての教職員がその当事者として
教育活動と経営活動に参画していくことが求め
られているということです。
　カリキュラム・マネジメントがうまく進まな
い、あるいは取組が停滞したり後退したりして
いると感じたら、どこに課題があるかを探って
手を打つ必要があります。教職員が何かうまく
いっていないと感じたらその感覚を大切にする
ことが、当事者意識をもってカリキュラム・マ
ネジメントを進める一歩になります。このよう
に教職員が自ら課題を見いだし、解決方策を検
討し実行していくことは、カリキュラム・マネ
ジメントの大切な一環です。

吉冨　芳正

10
カリキュラム・マネジメントに取り組んでいますが、全教
職員の意識が変化し継続して推進するところまでは至って
いません。どのようなことを大切にすればよいでしょうか？

２．カリキュラム・マネジメントの
　　イメージをもつ

　
　カリキュラム・マネジメントが思うように進
まない原因の一つは、「カリキュラム・マネジ
メントとは何か」「なぜ必要なのか」「何を変え
たいのか」「どんなところに目を向けて何をす
ればよいか」などについて教職員の理解や検討
が十分ではなく、具体化できるまでのイメー
ジがもてていないところにあると思われます。
例えば、中堅教師対象のカリキュラム・マネ
ジメント研修でも、「カリキュラム・マネジメ
ントと聞いてもピンとこない」「難しいという
イメージがある」「管理職や運営委員会のメン
バー以外は自分事として捉えられていない」「学
校全体の視点でものごとを考えたことがない」
「PDCAサイクルにどう取り組んだらよいか分
からない」といった声が聞かれます。
　手引きは、教職員がカリキュラム・マネジメ
ントについて理解を深め推進のイメージをもて
るよう作成されたものであり、そのための様々
な工夫が凝らされています。いずれの手引きに
も、カリキュラム・マネジメントを理解するた
めの解説や取組のポイント、実践例が示されて
います。
　例えば、大阪府教育委員会の手引きでは、
「Yes ／ No チャート」を用いて自校に合った
説明内容や具体的な実践事例にたどり着けるよ
う工夫されています。また、生じやすい誤解を
解消できる「カリキュラム・マネジメントある
ある」やQ&Aも掲載されています。
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　能代市教育委員会の手引きでは、カリキュラ
ム・マネジメントの要素に関するチェックリス
トを用いて教職員の意識等を把握するととも
に、その結果を基に自校の課題を洗い出し、全
教職員で協議して自ら改善を図っていくことが
できるようにされています。また、全市の小中
学校から寄せられたカリキュラム・マネジメン
トについての質問に実践校が回答したQ&Aが
掲載されています。
　信州大学の手引きでも、教職員が自校の「グ
ランドデザインをチェック」して基礎学力の定
着等の基本的な項目について学校全体での取組
と自分の取組を比較しながら記述する方法や、
カリキュラム・マネジメントについて自己評価
ができるリストが紹介されています。
　各学校や教育委員会ではこれらをうまく活用
して、教職員がカリキュラム・マネジメントに
ついて腹落ちして自分たちの実践や経験と重ね
ながら語り合うことが大切です。また、こうし
た先行例を基に、各教育委員会や学校で自分た
ちの実態に合った手引きを作成し、カリキュラ
ム・マネジメントを進めるポイントを共有する
ことも考えられます。さらに、指導主事や研究
者に継続的に学校に入ってもらったり、学校運
営協議会等でアイデアを出し合ってもらったり
することも、学校が資源を効果的に活用してカ
リキュラム・マネジメントのイメージを膨らま
せていく方法の一つと言えます。

３．カリキュラム・マネジメントの
　　捉え方や考え方を自分のものにする

　全教職員がカリキュラム・マネジメントを「自
分事」として継続して取り組むためには、「カ
リキュラム・マネジメントを捉える枠組み」や

「カリキュラム・マネジメントを進める考え方」
を自分の中に形成することが鍵になると考えら
れます。
　「カリキュラム・マネジメントを捉える枠組
み」として、中央教育審議会答申や学習指導要
領に示されたカリキュラム・マネジメントの三
つの側面があります。また、自分たちが使いや
すいと考えるカリキュラム・マネジメントに関
する研究的な理論やモデルを活用してもよいで
しょう。能代市教育委員会や棚倉町教育委員会
の手引きでは、カリキュラム・マネジメントの
イメージ図やモデル図が示されています。
　「カリキュラム・マネジメントを進める考え
方」として、課題の解決のために教育活動や経
営活動に関わる様々な要素をつなげて考えるこ
とが重要になります。例えば、教科等をつなげ
ることによって児童生徒が現実問題に取り組む
資質・能力をより効果的に高めることができる、
計画と実践と評価をつなげて改善を図ることで
教育の質が高まる、教育の内容や活動と学校内
外の人やものなどをつなげることで豊かな学び
が生まれるといったことです。また、校内組織
のつくり方やその運営に関する課題は、どのよ
うな目標や教育活動のためにそれが必要かとつ
なげて考えることで改善の糸口が見えるのでは
ないでしょうか。
　教職員がこうしたカリキュラム・マネジメン
トの捉え方や考え方を自分のものにし、常に意
識し合うことを基盤として、児童生徒の学びや
成長を保障するカリキュラムづくりや実践がで
きるよう各学校のシステム全体を継続的に見直
し、改善を図っていくことを目指していきたい
ものです。　	　　　　　　　　　

（吉冨　芳正）
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Q u e s t i o n

１．カリキュラム・マネジメントに
　　おけるステークホルダーの関与

　カリキュラム・マネジメントは各学校が主体
となって取り組む営みです。その意味で、カリ
キュラム・マネジメントの主人公は各学校の全
ての教職員です。ただ、教職員だけが頑張った
ところで、その成果は限定的です。
　カリキュラム・マネジメントは、「児童や学校、
地域の実態を適切に把握」した上で三つの側面
に取り組むこととされており、また、三つの側
面の一つとして「人的又は物的な体制を確保す
るとともにその改善を図っていく」こととして
います。
　このため、各学校には、幼児・児童・生徒の
姿や学校、地域の現状、保護者や地域住民の意
向等を把握した上で教育課程の編成を行うこと
や、地域の教育資源や学習環境などを教育課程
の編成に生かし、それを改善していくこと等が
求められています。
　こうした観点から、各学校が主体となりつつ
も、学校運営協議会等の既存の取組も活用しな
がら、学校の教育目標の実現に関わる全ての関
係者（ステークホルダー）、すなわち児童生徒、
保護者、地域の人々、そして関係する諸組織・
機関を巻き込んだ取組を行うことで、より効果
的なカリキュラム・マネジメントを実施するこ
とが期待できます。（それでこそ、その真の力
が発揮されることでしょう）。

赤沢　早人

11
保護者や地域の方々にもカリキュラム・マネジメントに
参画していただきたいのですが、どのようにすれば継続
的に連携を発展させていくことができるでしょうか？

２．協働を促すための「目標の共有化」

　とは言え、保護者や地域の方々と一体となっ
てカリキュラム・マネジメントを推進していく
ことは容易なことでありません。学校は既に
PTA 活動、学校運営協議会、地域学校協働活
動などの仕組みを通して保護者や地域と共に学
校運営を進める取組を進めていますが、一方で
保護者や地域の人々の当事者意識を喚起するこ
とには多くの難しさが指摘されているところで
す。
　一般的に、単なる「協力」ではなく「協働」
して物事を進めるための肝は、「目標の共有」
にあると言われます。さらに言えば、この「目標」
は既に与えられたものではなく、多様な考えを
もつ当事者たちが意見を出し合い、時には対立
や矛盾があってもそれらを戦わせ合い、熟議の
上で磨きあった末に見いだされたものである必
要があるとされます。「与えられた目標」の実
現に向けて取組を続けていくことの難しさは、
こと保護者や地域の方々との話に限ったことで
はなく、職員室でも、教室でもよく見られるこ
とではないでしょうか。
　カリキュラム・マネジメントの営みの中核部
分に位置するのが、まさしくこの「多様なステー
クホルダーが学校の目指す目標を磨き合って具
体化し、共有していくこと」です。保護者や地
域の方々への参画を期待するのであれば、この
プロセスに保護者や地域の方々も巻き込んでい
くことが大切です。
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３．具体的事例

　手引きでは、山口県教育委員会の事例がま
さしくこの難しさに正面から向き合っていま
す。県の施策としての「やまぐち型地域連携教
育」の取組を充実させる方策としてのカリキュ
ラム・マネジメントの在り方が理論的、実践的
に幅広く示されています。特に保護者や地域の
人々との熟議を通した目標の具体化やその実現
に向けた教育課程の編成の在り方について詳し
く述べられています（Ｑ２「学校・地域連携カ
リキュラム」が紙キュラムになっちょらん？
Q４熟議した内容が学校運営につながっちょ
る？）。
　また、兵庫県教育委員会の事例のうち、兵庫
県立姫路北高等学校の取組でも、保護者や地域
の方々と協働的に目標設定を行っていったプロ
セスが示されています。定時制高等学校に通う
生徒たちが高校生活で身に付けるべき目標が実
際何なのかについて、保護者と地域の企業関係
者との対話を通して掘り下げられていく様子が
描かれています。　　　　　　　（赤沢　早人）

兵庫県立姫路北高等学校 HP

山口県教育委員会の手引き「理論編」

山口県教育委員会の手引き「実践編」
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12

１．カリキュラム・マネジメントと
　　校種間連携

　カリキュラム・マネジメントにおける教育目
標とは、個別具体の知識・技能の習得といった
比較的短期間での育成を目指すものではなく、
それこそ学校教育全体を通じて追求していく教
育的価値を指すことが一般的です。思考力、表
現力、判断力、創造性、主体性、協働性、粘り
強さ、自己肯定感などという目標は、もとよ
り、それぞれの学校段階だけで育成しきれるも
のではありませんから、必然的に学校種を越え
た連携や協働が求められることになります。と
りわけ多くの児童生徒が同じ学校で学ぶ公立小
学校・中学校では、小中連携や小中一貫、ある
いは義務教育学校という仕組みや制度をとって
いなくても、９年間を見通した教育目標の設定
やその実現を目指す教育課程の編成が欠かせま
せん。カリキュラム・マネジメントの考え方は、
今多くの学校で試みられている校種間連携に目
的と見通しを示す営みであると言うこともでき
ます。
　とは言え、多くの学校が経験しているように、
校種間連携を持続的に推進していくことは並大
抵のことではありません。学校種を越えた共通
の教育目標を設定したり、校種を貫く教育課程
を編成したり、教職員同士の交流を行ったりし
ても、取組当初は物珍しさも手伝ってそれぞれ
の職員室で話題に上がることがあっても、しば
らくすると形式化、形骸化することはさほど珍
しいことではありません。カリキュラム・マネ

赤沢　早人

ジメントという考え方を通して、意味ある校種
間連携を持続的に推進していくことはできるの
でしょうか。

２．学校文化の違いを超えた
　　教育目標の具体化と共有化

　校種間連携に取り組む際、特にその推進者が
意識しておかなければならないことは、「同じ
“先生 ”であっても、校種が違えば、教育の理
念から子供の捉えから指導（支援）の方法まで
何もかも異なる」という教師という仕事がもつ
特有の文化性でしょう。隣り合う小学校であっ
てすら、学校によってかなりの違いがあるわけ
ですから、校種を越えれば言うまでもありませ
ん。校種間連携とは、もはや「異文化交流」と
言ってもいいかもしれません。
　こういう実態からすれば、カリキュラム・マ
ネジメントの考え方をもとに校種間連携を持続
的に推進するとは、例えば幼稚園の年長と小学
校１年生が交流するとか、小学校６年生向けの
部活動体験会を中学校が開くとか、こうした「部
分的な接合」を「できる範囲でやる」というア
プローチを指しているのではないかもしれませ
ん。多忙な学校にとっては非常に迂遠なことと
感じるかもしれませんが、校種を越えて子供た
ちに育むべき教育的価値とは何を指すのか、具
体的にはそれぞれの学校段階でどんな子供たち
の姿を目指すのか、何をできるようにするのか、
どんな点で豊かに成長させるのか、こうした教
育目標の具体化と共有化を抜きにして、個別の
教育課程（教育活動）の連携を図ったところで、

Q u e s t i o n

12
幼稚園、小学校、中学校、高等学校で連携してカリキュ
ラム・マネジメントを推進したいのですが、どのように
進めればよいでしょうか？
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持続的に意味ある連携の取組を継続していくこ
とは困難でしょう。

３．具体的事例

　手引きでは、尾道市教育委員会の事例が参考
になります。尾道市内の３小１中が連携してカ
リキュラム・マネジメントの推進に当たる様子
が詳細に示されています。中でも、子供たちの
様々な教育課題の中から「主体性」と「表現力」
という二つの教育的価値を小中で共通して目指
すことが４校の教職員の協議を通して明らかに
なり、実践を通じてそれらが具体化されていく
様子は、教育目標の実現に向けた教育課程の編
成・実施というカリキュラム・マネジメントの
核の部分を端的かつ具体的に押さえていると言
えます。
　また、京都市教育委員会の事例では京都市内
の義務教育学校での、大阪府教育委員会の事例
では富田林市内の小中一貫校での、カリキュラ
ム・マネジメントの取組が具体的に紹介されて
います。こうした事例は、義務教育学校や小中
一貫校（小中一貫型小学校・中学校）に限らず、
広く教育文化の異なる小学校と中学校が連携協
働して９年間で育むべき資質・能力を具体化し
たり、授業改善の方向性を揃えたりするなど、
カリキュラム・マネジメントを推進する際の多
くのヒントを示してくれることでしょう。　　　

　（赤沢　早人）

尾道市教育委員会の手引き

総合的な学習の時間部会では，「中学校区で育てたい資質・能力を核にし

た小中９年間の系統性を踏まえた総合的な学習の時間におけるカリキュ

ラム・マネジメントをするためにどのようにしていくか」というテーマで

研修を行った。内容のつながりと資質・能力のつながりを確認し，整理し

た。内容は，「国際教育」と「キャリア教育」の２つに整理された。資質・

能力は，「知識・技能」「表現力」「主体性」「柔軟性」に整理された。また，

各校で，設定した資質・能力のつながりを意識し，単元を見直すことにな

った。 

 

 

 体育部会では，各校の保健主事，体力づくりコーディネーター，体育科

教諭が集まり，「中学校区で育てたい豊かな心と体の育成を図るための小

中９年間の系統性を踏まえたカリキュラム・マネジメントをどうしていく

か」というテーマで研修した。「体力づくり」と「基本的生活習慣」の２つ

の柱で協議した。小中共通して，５０ｍ走，持久力，ボール投げの項目に

課題が見られた。そこで，目指す児童生徒の姿を共有した。「諦めずに最後

まで粘り強く取り組む」「進んで体力づくりに励む」「自分の生活（健康）

に気を付けていく」児童生徒の育成を目指すこととした。具体的な取組と

して，体育科の授業の中で，導入として走る運動や単元の特性を生かした

メニューを取り入れることにした。また，家庭学習や部活動において共通

の運動を取り入れることにした。右の写真は，「小中連携 しまっ子 志

プロジェクト」の構想図である。（Ｐ１６参照）４校の各主任主事が集ま

って協議した内容を構想図にまとめた。向島中学校区の教育目標は，「自

らの可能性を広げ，未来を切り開いていくために学びの主体者となる児

童・生徒の育成」とした。 

 

 翌月の４月１日（月），文部科学省委託「これからの時代に求められる

資質・能力を育むためのカリキュラム・マネジメントの在り方に関する調

査研究」に内定した。その後，２年間の調査研究に取り組むことになった

が，向島中学校区ブロック研修会が本調査研究を進めていく上での基盤となる取組となった。 

 第２章では，小中連携におけるカリキュラム・マネジメントの在り方について紹介する。また，第３章で

は，各校の取組におけるカリキュラム・マネジメントの在り方について紹介する。 

内容のつながりで整理する 資質・能力のつながりで整理する 

カリキュラム・マネジメントの手引き
富田林市立小金台小学校

小中一貫校の
９年間を見通した

カリキュラム・マネジメント
富田林市立小金台小学校

なぜ取組みを進める必要があったのか（実態・背景）

どのように取組みを進めたか（取組みの概要）

どのように変容したか（学校・保護者・地域等）

●国語科と各教科等との連携を通じて、児童の言語能力をより伸ばす必要があった。
●小中一貫校「彩和学園」の立ち上げにあたり、９年間の教育課程全体を見直して教育活動の質的向上を
図り、組織的・計画的なカリキュラム・マネジメントを確立する必要があった。

●生活科・総合的な学習の時間を核に教科等横断的な視点で再構築する新カリキュラム「未来科」
の開発を進める必要があった。

●小・中学校でめざす子ども像を共有し、そこから導いた「つけたい力の構造図」に基づき、授業や単元等
において大小さまざまな サイクルを確立するよう図った。

●「４・３・２制」の導入や中学校教員の小学校への乗り入れ授業の実施、学園協議会の設置、学園
アンケート等、学園システム全体の改善・構築を進めた。

●「未来科」でつけたい力を教職員が共有してグランドデザインと９年間のカリキュラムを策定し、 を
回して実践を進めた。

●ゴールにつながる「めあて」の設定、「ふりかえり」での学びの見取り等、逆向き設計の授業づくりを学校全体で
共有することができた。
●学年間の交流の拡がりにより学園としての一体感が高まり、児童生徒の自己肯定感が向上した。
また、保護者・地域の学園・子ども理解が深まった。
●児童が国語科等で身につけた力を活用できる未来科のよさを共有できた。また、教職員全員でアイデア
を出し合って９年間を見通した新たな取組みを開発し、カリキュラムの改善を進めることができた。

京都市教育委員会の手引き

大阪府教育委員会の手引き
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第１部　
第2章　カリキュラム・マネジメントの推進を支える4のアクター

　教育委員会等の設置者が各学校におけるカリキュラム・マネジメントの展開を支援するに当
たっては、教育課程の編成・実施が各学校の裁量に基づく創意工夫を前提としていることについ
ての理解が欠かせません。
　その上で、各学校の取組を支える各ステークホルダーがそれぞれの立場に応じて求められるこ
ととしては、例えば、以下のようなことが有識者から指摘されています。

〇教育委員会の教育長・部課長等
	 各学校におけるカリキュラム・マネジメントを支える観点から、施策展開を考える必要

があること。
〇都道府県・市区町村教育委員会の指導主事
	 教科等の指導だけではなく、教育課程に関する専門的知見を有する職員としての力量形

成が重要であること。
〇教育センター等の指導主事
	 単なる伝達講習ではなく、カリキュラム・マネジメントを具体に展開できるような研修

プログラムの企画・立案が重要であること。
〇大学の教職員
	 大学（教職課程）や教職大学院が果たすべき役割に留意する必要があること。

　本章では、こうしたことを踏まえつつ、それぞれの立場（アクター）からどのように学校を支
援していくことが求められるのかについて、取組事例や各手引きの活用可能性を交えながら解説
しています。
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吉冨　芳正

　各学校におけるカリキュラム・マネジメン
トを推進するためには、担当の指導主事や
職員はもとより指導的立場にある教育長を
始め、教育次長、指導担当の部課長等（以
下、「教育長・部課長等」という。）がカリ
キュラム・マネジメントについての理解を深
め、関係部局とも連携を図りながら教育委員
会の施策全体を通じて学校を支援していくこ
とが大切です。手引きにはそのために参考
となるアイディアが数多く含まれています。

１．教育長・部課長等のリーダーシッ
プとカリキュラム・マネジメント
の推進

（１）	各学校のカリキュラム・マネジメントの
推進と教育委員会による支援の必要性

　これからの時代に生きる子供たちがよりよ
い人生や社会を自ら創造する資質・能力を高
めるよう学校教育の質の向上を図っていく
ためには、各学校が教育課程や学習指導の工
夫改善を中心に据えてカリキュラム・マネ
ジメントに組織的、継続的に取り組むこと
が不可欠です。このため、学習指導要領で
も「社会に開かれた教育課程」の理念を各学
校で実現できるようカリキュラム・マネジメ
ントに努めることが求められているのです。
　カリキュラム・マネジメントを進めるに当
たっては、各学校がそれぞれの実態を踏まえて
自主的、自律的に教育活動や経営活動の改善に
取り組むことが重要です。学校教育は、本来、
目の前の児童生徒の実態等に適切に応じたもの
であって初めて効果が期待できるものですし、
これからの社会の変化に向き合う学校教育の姿

を創造していく上でも、法令や学習指導要領を
踏まえつつ、各学校がその裁量を生かし十分
に創意工夫を発揮することが大切になります。
　一方、カリキュラム・マネジメントは、平
成 29・30 年改訂の学習指導要領で新たに
盛り込まれた言葉であり、その趣旨や意
義、「社会に開かれた教育課程」や「主体
的・対話的で深い学び」といったキーワー
ドとの関係が学校によってはまだ十分理解
されておらず、取組が進みにくい状況も見
られます。このため、教育委員会は学校の
実態を把握し、それを踏まえて諸施策全体
を通じて各学校のカリキュラム・マネジメ
ントを支援し推進していく必要があります。

（２）	カリキュラム・マネジメントの考え方と
教育委員会の施策の関係

　カリキュラム・マネジメントは、学校の教育
目標を実現するため教育活動と経営活動の全体
を視野に置き、あらゆる要素を関連付けながら、
子供たちの学びや成長のために考え付く限りの
手立てを講じていく営みです。本活用ガイドの
第 1章を見ても分かるように、学校の教育目
標を始め教育内容や時間、学習指導や生徒指導、
教材・教具や施設・設備、教員研修、保護者や
地域との連携、学校間の連携など、学校の教育
活動と経営活動に関係する様々な要素が幅広く
カリキュラム・マネジメントの工夫の対象とな
ります。
　教育委員会では、こうした学校教育の様々な
要素に関して多様な施策が展開されていますか
ら、学校のカリキュラム・マネジメントの支援
を考えるに当たっては、それらの施策がカリキ
ュラム・マネジメントに関係し得ると捉えるこ
とが大切になります。例えば、学力向上を目的

１教育委員会の教育長・部課長等に向けた手引きの活用
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とした教員加配も、学校でこれを活用して授業
改善や教員研修の充実に組織的、計画的につな
げて教育の質の向上を図り教育目標の実現につ
なげることができます。教育委員会の施策もう
まく生かして各学校が様々な工夫をすることを
カリキュラム・マネジメントと捉えるわけです。
　このような考え方に立つとき、教育委員会に
おいては、カリキュラム・マネジメントの推進
を直接の目的とする施策（例えば、カリキュラ
ム・マネジメントに関する啓発資料の作成や研
修講座の実施など）とともに、それ以外の施策
についても関係部局と連携協力しながら、カリ
キュラム・マネジメントの推進と関連付けたり、
整合性を確保したりしながら、各学校の取組を
手厚く支援していきたいものです。

（３）	教育長・部課長等の役割と
　　教育委員会全体としての施策の推進
　カリキュラム・マネジメントを幅広く捉
え、教育委員会としての施策全体を視野に置
いて、域内の学校の取組をそれぞれの実態に
応じて効果的に支援しようとするとき、各施
策を担当する指導主事や職員の尽力とともに、
諸施策をとりまとめ、方向付ける教育長・部
課長等の役割も大きいものがあります。カリ
キュラム・マネジメントについての深い理解
の下、域内の学校の課題に即して、有効な施
策を組み合わせて活用できるようにする視点
に立って組織的にカリキュラム・マネジメン
トの推進について検討することが大切です。
　その際、教育委員会の規模や組織などは様々
ですから、それぞれに課題は異なることも考え
られます。規模が大きい都道府県の教育委員
会では組織間の連携に課題があるかもしれま
せん。組織や職員数が少なく予算規模も小さ
い市区町村の教育委員会では限られた資源を
効果的に活用する工夫が求められるでしょう。

それぞれの教育委員会の実情に即して教育長・
部課長等がリーダーシップを発揮し、組織的、
計画的、継続的に学校のカリキュラム・マネ
ジメントの支援を進めていくことが重要です。
　こうしたことを踏まえながら、教育委員会全
体として、例えば次のような視点から施策に取
り組んでいくことが考えられます。　

〈	カリキュラム・マネジメントについての
　理解の深化と共有	〉
①教育長・部課長等が率先してカリキュラ
ム・マネジメントについて理解を深め、
教育委員会として目指したい学校教育の
姿やその実現のための教育委員会の役割
を考える。

②教育委員や教育委員会職員、学校の教職
員その他の関係者に対し、教育長・部課
長等がカリキュラム・マネジメントの必
要性や重要性について説明し考え合う場
や機会の充実に努め、関係者の共通理解
を形成し、カリキュラム・マネジメント
推進の基盤とする。

〈	カリキュラム・マネジメント推進の
　「柱」の提案など関係施策の企画・活用	〉
③教育振興計画等の教育委員会の基本的な
施策の方向性と重ね合わせながら、学校
のカリキュラム・マネジメント推進の方
針や重点など基本的な考え方を明確に示
す。

④カリキュラム・マネジメント推進を直接の
目的とする施策を積極的に企画・実施する
とともに、教育委員会の諸施策をカリキュ
ラム・マネジメント推進の観点から検討す
る。関係者から実情を聞いたりアイディア
を集めたりしながら、カリキュラム・マネ
ジメント推進の手立てを教育委員会の施策
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に構造的、体系的に織り込む。
⑤人的措置や予算措置についてもカリキュ
ラム・マネジメントの充実にどのように
生かせるか教育委員会としての工夫を検
討し、そうした措置や運用が可能となる
よう首長部局に要請したり協議したりす
る。　

⑥市区町村の教育委員会は、都道府県の教
育委員会や国の施策や情報、人材などの
資源を十分に活用する。

⑦規模が小さい教育委員会では、近隣の教
育委員会と相談しながら協働して学校の
カリキュラム・マネジメントの支援に取
り組む。

〈	関係者の参画と関係機関等との連携の促進、
実践事例やツール等の提供	〉
⑧各学校で教職員等が当事者としての意識
をもってカリキュラム・マネジメントに
参画することを促す。その一環として、
例えば教職員がカリキュラム・マネジメ
ントの実践情報などを共有できるように
するとともに、それらを生かして自分た
ちの実践をどう工夫できるか主体的に話
し合える場や機会を充実させる。教育長・
部課長等もできるだけ参加するなどして、
現場の努力を認め、価値付け、支える。

⑨地域の機関や施設、団体、企業、大学等
との連携を推進し、学校のカリキュラム・
マネジメントへの継続的な支援が得られ
るよう働きかけ、ネットワークを築く。

２．手引きにみるカリキュラム・マネ	
ジメント推進の基本となるポイント

　手引きには、教育委員会が学校のカリキュラ
ム・マネジメント推進の施策を講じる上で参考
となるアイディアが数多く含まれています。こ
こでは、大阪府教育委員会、山口県教育委員会、
能代市教育委員会、棚倉町教育委員会の教育委
員会の手引きを中心に参考となる情報を紹介し
ます。

（１）	カリキュラム・マネジメントについての
理解の深化と共有

　カリキュラム・マネジメントについての理解
を深めるためのポイントとしては、カリキュラ
ム・マネジメントの概念（何をすることか）や
必要性、学習指導要領上の位置付け、教育課程
や授業改善など学校の営みとの関係などを挙げ
ることができます。
　例えば、大阪府教育委員会の手引きでは、
「“ カリキュラム・マネジメント ” って何だろ
う？」と問いかけ、学習指導要領の考え方を図
示するとともに、総則における定義と三つの側
面を紹介しています。そして、ポイントとして、
①「学校の教育目標」と「教育課程」はつながっ
ているか

②「教育課程」と「授業」はつながっているか
③「学校の教育目標」、「教育課程」、「授業」は、
児童生徒、地域、学校の実態に応じたもの
になっているか

大阪府教育委員会
の手引き

山口県教育委員会
の手引き「実践編」

能代市教育委員会
の手引き

棚倉町教育委員会
の手引き

山口県教育委員会
の手引き「理論編」



第１部　カリキュラム・マネジメントの更なる充実に向けて
第
２
章　
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
を
支
え
る
４
の
ア
ク
タ
ー

43

などを挙げ、図も交えながら分かりやすく説明
しています。　
　また、行政的な説明とともに、それぞれの教
育委員会や学校が使いやすいと考える理論をカ
リキュラム・マネジメントの理解と実践に生か
していく方法もあります。能代市教育委員会や
棚倉町教育委員会の手引きでは、研究的な知見
も生かして教育委員会として推進したいカリ
キュラム・マネジメントについてのイメージ図
やモデル図が添えられています。
　各学校では、既に教育課程、指導計画、学習
指導、評価、組織運営、学校外との関わりなど
様々な点で工夫がされてます。そうしたせっか
くの工夫をばらばらのままにしておかず、相互
につないで学校全体として教育の質を高め教育
目標を実現していくことがカリキュラム・マネ
ジメントだと捉えることができます。大阪府教
育委員会の他、山口県教育委員会、能代市教育
委員会、棚倉町教育委員会の手引きでも、学校
教育に関わる様々な要素を「つなぐ」ことの重
要性が強調されています。
　カリキュラム・マネジメントについての身近
な疑問に答えることも重要であり、大阪府教育
委員会の手引きでは、「カリキュラム・マネジ
メントあるある」やQ&Aのページを設け、誤
解が生じやすい事項や理解しにくい事項の説明
がされています。能代市教育委員会の手引きで
は、市内の学校からの質問に実践校が回答した
Q&Aが掲載されています。

（２）	カリキュラム・マネジメント推進の
　　「柱」の提案など関係施策の企画・活用　
　カリキュラム・マネジメントは各学校が自主
的・自律的に課題を解決してよりよい教育を目
指していくものですから、その在り様も様々に
なると考えられます。例えば、大阪府教育委員

会の手引きでは、こうした学校の主体的な取組
を支援するため、Yes ／ No チャートを用いて
自校にあった説明内容や具体的な実践事例に辿
り着けるよう工夫されています。
　このように各学校が実態に応じて創意工夫を
発揮してカリキュラム・マネジメントを推進す
ることを前提とした上で、都道府県や市区町村
の学校全体で取り組みたい「柱」となる方向性
や重点などを教育委員会が提案することも考え
られます。そうすることによって各学校がカリ
キュラム・マネジメントの進め方を具体的に考
えやすくなったり、教育委員会がカリキュラム・
マネジメント推進の中心的な施策と関係施策を
統合的に展開しやすくなったりするでしょう。
　例えば、山口県教育委員会では、カリキュラ
ム・マネジメントの推進に当たり、全公立学校
がコミュニティ・スクールである強みを生かし、
中学校区ごとに地域住民とともに「社会に開か
れた教育課程」実現のための各校の共通ツール
と位置付ける「学校・地域連携カリキュラム」
（グランドデザインや 9年間の「単元配列表」）
を作成しています。また、令和 4年度までは
学力向上施策を関係付けて教頭職の中から任命
された「学力向上推進リーダー」がいましたが、
令和 5年度からは各市町教育委員会の指導主
事等がその役割を担っています。
　棚倉町教育委員会では、かねて取り組んでき
たキャリア教育がカリキュラム・マネジメント
推進の柱に据えられています。キャリア教育で
求められる基礎的・汎用的能力を地域の学校全
体で育成していくよう手立てを明確にしてカリ
キュラム・マネジメントが進められています。

（３）	関係者の参画と関係機関等との連携の
　　促進、実践事例やツール等の提供
ア　教職員の参画の促進
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　各学校でカリキュラム・マネジメントを
効果的に進めるためには、校長等管理職の
リーダーシップの下で、全教職員が積極的
に参画し、方向性や全体像を共有して、自
分たちの教育活動や経営活動への取組を工
夫していくことが極めて重要です。
　例えば、山口県教育委員会の手引きでは、
「理論編」で組織マネジメントを行い教職員
が学校運営に関わっているという自覚をも
つことや「実践編」で教職員に向けて「カ
リキュラム・マネジメントがあなた自身に
関係ある」ことを示しています。
　能代市教育委員会の手引きでは、カリキュ
ラム・マネジメントは管理職だけのもので
はなく、全ての教職員が関わるものであり、
教職員の参画意識を高め、全教職員が関わっ
て学校のグランドデザインを策定すること
などを求めています。

イ　児童生徒の学びや成長と参画
　カリキュラム・マネジメントは、学校の
教育目標の実現、つまりそこに示された資
質・能力を子供たちが身に付け高めていく
ことを目指すものです。全ての工夫は、子
供たちの学びの成立や豊かな成長につなが
るよう意識して進めていく必要があります。
このことは、いずれの手引きでも重視され
ています。
　例えば、山口県教育委員会の手引きの「理
論編」でカリキュラム・マネジメントの充実
により「教育課程を子供たちにとって意義
あるものにしていくこと」の大切さ、「実践
編」で子供たちに付けたい資質・能力が日々
育まれているかを問うています。大阪府教
育委員会の手引きではカリキュラム・マネ
ジメントは「子供の学びをマネジメントす

ること！」であると示されています。棚倉
町教育委員会の手引きでは、実践の成果は
資質・能力が身に付いた子供の学びの姿で
共有し発信することを取組のポイントとし
て明示しています。
　こうした考え方は、カリキュラム・マネ
ジメントへの子供の参画につながっていき
ます。山口県教育委員会では児童生徒が学
校運営協議会の委員会で熟議に参加したり、
棚倉町教育委員会では日常の教育活動の中
で子供が自分で決めることを大切にして意
図的に場面を設定したりしています。また、
福岡教育大学附属小倉中学校や熊本大学教
育学部附属中学校の手引きにも、生徒の授
業づくりへの参画について参考となる事例
があります。

ウ　保護者や地域住民、大学等との連携
　学習指導要領が目指す理念である「社会に
開かれた教育課程」は学校が家庭や社会と
協力して実現していくものであり、カリキュ
ラム・マネジメントは保護者や地域住民の
理解と協力を得てその力を教育活動や経営
活動の質の向上に生かす営みだと言えます。
　山口県教育委員会では、（２）でも述べた
ように中学校区単位で学校と地域住民との
連携が進められており、手引き全体が「学
校・地域連携カリキュラム」を生かして「社
会に開かれた教育課程」を実現するという
視点からまとめられています。
　また、カリキュラム・マネジメントの推進
に研究者の支援を得ることは重要です。大
阪教育大学の手引きは、附属学校と大学の
研究者が連携してまとめられています。カ
リキュラム・マネジメントの理解を深める
ため研究的な知見を踏まえて基本理論やコ
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ンセプトが解説されたり、学校の実践につ
いてカリキュラム・マネジメントの視点か
ら研究者による分析が行われたりしていて、
学校のカリキュラム・マネジメント推進へ
の研究者の関わり方を示唆するものとなっ
ています。

エ　豊富な実践事例やツール等の提供
　各学校で教職員がカリキュラム・マネジメ
ントについての理解を深め実践のアイディ
アを得るためには、豊富な実践事例を目にす
ることが重要です。また、自分たちの考え
や取組を可視化するなどして具体的な手立
ての工夫に役立つ様々なツールを提供する
ことも大切です。いずれの手引きにも多く
の実践事例やツールなどが紹介されており、
教育委員会や学校の取組の参考になります。

（右下の能代市教育委員会の学校評価シート参照）。

３．教育委員会の施策の継続的な
　　マネジメント

　教育長・部課長等は、教育委員会としてカリ
キュラム・マネジメントを推進するに当たり、
リーダーシップを発揮して施策全体のマネジメ
ントに努めることが求められます。例えば、学
習指導要領に示されているカリキュラム・マネ
ジメントの三つの側面を援用することができる
でしょう。域内の学校の実態を適切に把握した
上で、諸施策を横断的につないでカリキュラ
ム・マネジメント推進に役立てること、施策の
PDCAサイクルを回してカリキュラム・マネジ
メント推進の観点からより効果的なものとなる
よう改善を図っていくこと、学校や地域などの
あらゆる資源を教育の質の充実に生かすことな
どを意識しておくことが大切だと考えられます。

　また、学校のカリキュラム・マネジメントは、
一過性のものではなく、恒常的に不可欠のもの
であるとの認識に立ち、停滞したり後戻りした
りしないよう継続的に推進施策を講じていくこ
とが大切です。
　学校教育は、教育基本法にも示されているよ
うに、目標の達成を目指して意図的、体系的、
組織的に行うことが求められます。さらに、こ
れからの社会の変化に向き合い、関係者が創意
工夫を発揮し合いながらより質の高い教育を追
究していく必要があります。カリキュラム・マ
ネジメントの営みは、学校がこうした役割を果
たすことを一貫性をもって保証するものだと捉
えることができます。
　カリキュラム・マネジメントによって学校教
育は効果的に機能するという認識に立って、手
引きも活用しながら関係施策の企画・立案を始
めとするマネジメントに積極的に取り組んでい
くことが教育委員会に期待されています。

（吉冨　芳正）
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赤沢　早人

１．	教育委員会として各学校の
　　カリキュラム・マネジメントを
　　どのように推進・支援するか

　平成 29・30 年告示の改訂学習指導要領では、
カリキュラム・マネジメントを実施する主体は
各学校であると明確に示されています。総則に
あるとおり「各学校においては、校長の方針の
下に、校務分掌に基づき教職員が適切に役割を
分担しつつ、相互に連携しながら、各学校の特
色を生かしたカリキュラム・マネジメントを行
うよう努めるものとする」とされているわけで
す。
　とは言え、カリキュラム・マネジメントはい
わゆる教育課程の編成・実施・評価・改善にと
どまらず、学校の全体計画の策定、学校組織の
活性化、地域・保護者等の連携協働など、極め
て幅広い取組が複合的に絡まり合っている営み
です。その実施主体は各学校であるからと言っ
て、各学校に「丸投げ」していては必ずしも十
分な成果を上げることはできないでしょう。こ
のため、各学校の設置者である都道府県・市区
町村教育委員会は、こうした状況に手をこまね
いているのではなく、積極的に各学校に働きか
けて、カリキュラム・マネジメントの実施を推
進したり、支援したりしていく必要があります。
　一括りに教育委員会におけるカリキュラム・
マネジメントの推進・支援と言っても、教育委
員会の立場や管轄する学校の規模によって、中
身は変わってきます。教育委員会が各学校にど
のように働きかければ、各学校のカリキュラム・
マネジメントの実施が促進されるのかをまずは
整理しましょう。
　都道府県教育委員会の場合、「都道府県内の

学校のカリキュラム・マネジメント推進を支援
する担当者は誰なのか」という根っこの問題を
クリアする必要があるでしょう。それはとり
もなおさず、各教科等の学習指導だけではな
く、教育課程全体の編成等に関する専門的な知
見を有し、各学校の支援に当たることができる
スタッフの配置	（カリキュラム・コーディネー
ターあるいはカリキュラム・マネージャーのよ
うな立場性）とその力量形成が必要であること
を意味しています。その上で、直接の管轄であ
る高等学校（及び中等教育学校と一部の中学校）
や特別支援学校に対する支援と都道府県内の各
幼稚園・小学校・中学校等に対する支援の中身
を考えることになります。
　小学校・中学校等への支援としては、カリキュ
ラム・マネジメントに関する都道府県内でのガ
イドラインの策定や実施状況の調査研究とその
フィードバック、あるいは広域での集合型教員
研修などの間接的な支援が中心になるでしょ
う。場合によっては、依頼のあった市区町村教
育委員会や小学校・中学校等に訪問して、レク
チャーを行ったり質問に応じたりすることがあ
るかもしれません。また、カリキュラム・マネ
ジメントと銘打っていなくても、教科等の指導
に関わる日常的な訪問指導等の機会に、各学校
の学校の教育目標の実現を図るべく日々の指導
を調整する意識（カリキュラム・マネジメント
に関わるマインド）を促すことも大切です。
　一方で高等学校等や特別支援学校の支援とし
ては、支援はより直接的であるべきでしょう。
学習指導要領に示されたカリキュラム・マネジ
メントのいわゆる三つの側面の実施状況を調査
しているだけでは、各学校のカリキュラム・マ
ネジメントの推進を支援する役割を果たしたこ
とにはなりません。学校と教育委員会との伝統

２都道府県・市区町村教育委員会の指導主事に向けた手引きの活用
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的な関係性の中で、「教育委員会は各学校の学
校運営に直接的に口出ししづらい」という雰囲
気があるかもしれませんが、各学校と教育委員
会が協働して具体的に教育改善の取組を進めて
いかなければ、極めて包括的な内容を含む「カ
リキュラム・マネジメントの実施」は絵に描い
た餅に終わってしまうでしょう。
　市区町村教育委員会の場合、まずは「規模の
問題」を考える必要があるでしょう。政令指定
都市及び中核市のような大規模な市の教育委員
会であれば、振る舞いは上述の都道府県教育委
員会に似てくるかもしれません。しかし、域内
に学校が数校程度というような小規模の市区町
村教育委員会であれば、常日頃から各学校と一
体となった取組を進めていることから、教育委
員会としてもカリキュラム・マネジメントをよ
り「自分事」として考えていく必要があります。
　多くの学校を管轄する市区教育委員会である
場合、指定研究制度などを利用して、域内の小
学校・中学校にカリキュラム・マネジメントの
パイロット校を設けるという手があります。学
校の教育目標をどのように具体化・焦点化する
か。教育目標の実現や達成に向けて、それぞれ
の教育活動をどう計画・実施するか。授業改善
をどう進めるか。行事等の見直しをどう図る
か。校内の分掌組織をどう活性化するか。学校
運営と学年運営・学級運営をどうつなぐか。地
域・保護者とどう連携するか。課題が山積する
カリキュラム・マネジメントの取組に関わって、
教育委員会の指導助言を直接に受けるパイロッ
ト校の存在は、域内の小学校・中学校等で同様
の取組を進めるときのヒントをもたらすことで
しょう。
　一方で、規模の小さな市区町村教育委員会で
は、もちろんパイロット校を設けることに意義
がないわけではないですが、より幅広く、域内

の全ての学校で同時並行的にカリキュラム・マ
ネジメントの推進支援を行うことが求められま
す。これは各学校の「横並び」を助長するとい
うことではなく、同じ域内でもそれぞれが異
なる歴史と風土を背負う各学校の個性に合わ
せて、その学校にとっての最良のカリキュラ
ム・マネジメントを目指すという意味での支援
です。場合によっては、他の教育委員会で行わ
れている取組をリサーチして域内の各学校に
フィードバックしたり、都道府県教育委員会か
ら示されるガイドライン等の方針を読み込ん
で、域内の各学校に合わせた形で提示したりす
る（ローカライズ）ことも求められるかもしれ
ません。

２．手引きに学ぶ

　都道府県教育委員会としてのカリキュラム・
マネジメント支援のヒントが満載されているの
は、山口県教育委員会の事例です。「社会に開
かれた教育課程」の実現に向けて、県内全ての
公立小学校・中学校・高等学校・特別支援学校
をコミュニティ・スクールにするという山口県
教育委員会の教育政策と連動して、各学校で学
校・地域連携カリキュラムを実施することを軸
にカリキュラム・マネジメントの取組が紹介さ
れています。県教育委員会として、カリキュラ
ム・マネジメントのガイドラインを示すととも
に、教育委員会のもとに推進組織を設置して全
県的にカリキュラム・マネジメントの推進を行
う具体的な道筋や内容が示されています。

山口県教育委員会
の手引き「実践編」

山口県教育委員会
の手引き「理論編」
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す。概説では国や県の教育政策を能代市の実態・
課題に落とし込んでどのようにカリキュラム・
マネジメントを各学校で推進するかについての
方向性（ローカライズ）が明確に示されていま
す。三つの学校の実践報告もそれぞれ魅力的で
はありますが、本事例で特に着目すべきは、こ
うした各学校の事例を踏まえて、市教育委員会
としての成果や課題を具体的に見いだしている
ところにあると言えます。（下図参照）。市区町
村教育委員会として、国や都道府県教育委員会
の方針と域内の各学校の「連絡調整」に終始す
るのではなく、いかにして域内の各学校でカリ
キュラム・マネジメントの実施を推進していけ
ばいいのかについての教育委員会としての方向
性や見識が示されている点は、大いに注目すべ
きところでしょう。　　　　　　　　　（赤沢　
早人）

　また、兵庫県教育委員会の事例は、県教育委
員会が管轄する各高等学校のそれぞれの特色に
合わせて、各学校におけるカリキュラム・マネ
ジメントの実施支援を示したものです。この事
例では、県教育委員会として「カリキュラム・
マネジメントで目指すこと」の方針を定めつつ、
三つの個性的な教育課程を編成する研究指定校
の、それぞれの実態・課題・目標に即したカリ
キュラム・マネジメントの在り方が示されてい
ます。

　大規模の市区町村教育委員会としては、京都
市教育委員会の事例が特に参考になります。京
都市教育委員会では、市内の全小学校・中学校・
義務教育学校でカリキュラム・マネジメントの
取組を推進していますが、特に研究校に指定さ
れた三つの学校（小学校・中学校・義務教育学
校）のカリキュラム・マネジメントに関わる個
別の取組が詳述されています。とりわけ、各学
校の報告の最後に記載されている「編集後記的
な自由記述」では、学校長や教頭、研究主任な
ど、カリキュラム・マネジメントに携わった学
校の教職員のリアルな声が残されています。教
育委員会担当者として、各学校にどのような支
援や助言を行えばよいかといったことについて
のヒントが示されていると言えるでしょう。

　そして、小規模・中規模の市区町村教育委員
会としては能代市教育委員会の事例を取り上げ
ましょう。能代市教育委員会は域内に七つの小
学校と六つの中学校を設置する教育委員会で

兵庫県教育委員会の手引き

京都市教育委員会の手引き

能代市教育委員会の手引き
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村川　雅弘

　本節では、主に本事業で委託研究団体が作成
した手引きを学校のカリキュラム・マネジメン
トの推進のための研修や指導に、教育委員会や
教育センター等がどのように活用していくかに
ついて、主に委託研究団体の取組を取り上げな
がら考え方やポイントを考えていきます。
　特に、伝達講習に留まらず、教育センター等
の指導主事が研修の対象や規模、課題等に応じ
て自ら研修プログラムを企画・立案する際に参
考となるよう、教師の役職や経験年数等を踏ま
えた広域研修の在り方、中学校区での研修の在
り方、学校単位での研修の在り方を、例を挙げ
て解説します。

１．各学校の管理職及び教職員が一体と
なり取り組むための研修の在り方

　能代市教育委員会では、令和５年５月に市内
全ての小学校・中学校の教務主任と研究主任に
対して、作成した手引きを活用して悉皆研修「全
教職員が学校経営に参画するカリキュラム・マ
ネジメントの推進」を行っています。市として
今後何を共通に行っていくかの「３か年計画」
を説明した上で、カリキュラム・マネジメント
研究指定校３校の研究主任が発表を行い、それ
を受けて教務主任会と研究主任会で情報交換等
を行っています。なお、市のカリキュラム・マ
ネジメントに関する考え方や方針は校長会や教
頭会においても周知を行っています。
　また、京都市教育委員会では本事業で作成し
た手引き（カリキュラム・マネジメントの全体
イメージや研究指定校３校の実践等から構成さ
れている）を配布したり、令和元年度には教務
主任を中心に、校長、教頭、研究主任等も対象

とした全市研修会を実施したりしています。
　カリキュラム・マネジメントに関わる研修は
校長や副校長、教頭、教務主任を対象に行うこ
とが多いですが、研究主任や中堅教師など他の
職階やミドルリーダーにも行いたいものです。
カリキュラム・マネジメントは校長のリーダー
シップの下、全教職員が取り組むべきことです。
能代市教育委員会や京都市教育委員会のように
合同研修を行うことも効果がありますが、夏季
研修など市町村の全教職員対象の研修会で行い
たいものです。少なくとも、学校長は自校の各
教職員がどのような研修を受け、どのような知
識及び技能を身に付けているかを理解した上
で、カリキュラム・マネジメントの推進に向け
適材適所で活躍できるようにしたいものです。
そのためにも、教育委員会や教育センターはど
の職階等に対してどのような研修を実施、どの
ような知識及び技能を学ぶのかを、年度初めに
各校長に対して示しておきたいものです。

２．若手教師（新規採用を含む）への
カリキュラム・マネジメント研修

　カリキュラム・マネジメントは、管理職やベ
テラン教師、中堅教師が理解しておけばよいと
若手教師や新規採用教師は捉えがちですが、全
教職員の共通理解の下で取り組むべきもので
す。例えば、能代市教育委員会の指導主事は「学
校の教育目標の達成に向けて、自分も参画して
いるんだという意識が職務のやりがいにもなる
し、子供を育てることにもなる」と若手教師に
伝えているそうです。
　今次学習指導要領改訂では「学校のカリキュ
ラム・マネジメント」の充実を図っていますが、
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同じ学校であっても児童生徒の実態が学年で異
なる場合は「学校のカリキュラム・マネジメント」
を踏まえながらも、その学年団で「学年のカリ
キュラム・マネジメント」を行う必要があります。
また、同じ学年であっても児童生徒の実態や学
級担任の経験年数や力量等に違いがあり、学校
や学年のカリキュラム・マネジメントを踏まえ
ながらも「学級のカリキュラム・マネジメント」
を各学級担任が行っていくことが求められます。
新規採用教師や若手教師であってもカリキュラ
ム・マネジメントの考え方を抜きにした学習指
導や学級経営はあり得ないのです。
　教員養成系の学部・学科のカリキュラムには
「教職課程コアカリキュラム」があり、教師を
目指す学生にとっての共通科目において学ぶべ
き目標や内容は共通に示されています。その中
では、教育課程論に関連して、カリキュラム・
マネジメントを一定程度扱うこととされていま
す。近年、学校現場に配属されてくる新規採用
教師のほとんどはカリキュラム・マネジメント
を学んできています。大学で学んだカリキュラ
ム・マネジメントに関する理論や考えと学校現
場の実践と具体を橋渡しする新規採用教師研修
を企画・実施したいものです。その際に、今回
作成された手引きの中から適切な事例を取り上
げ紹介して欲しいものです。

３．中学校区におけるカリキュラム・
　　マネジメントの推進

　能代市教育委員会では前述の合同研修の際
に、六つの中学校区ごとに合同協議を行い、協
働事業や共同実践についての協議を行っていま
す。
　主に「中学校区のカリキュラム・マネジメン

ト」の手引き作成を行ったのが尾道市教育委員
会です。調査研究の決定前の令和元年３月に同
じ中学校区の１中学校・３小学校の校長・教務
主任・研究主任・生活指導主任・体育主任の５
者が一堂に会し、４校の校長がファシリテー
ターとなり四つのワークショップを行いまし
た。教務主任は４校の総合的な学習の時間の取
組の共通理解と育成すべき資質・能力の体系化、
研究主任は学習の基盤となる言語活動の小中９
年間の体系化、生活指導主事は生活規律や学習
規律の共通化、体育主任は体力づくりと基本的
生活習慣の体系化を行い、それらを踏まえ「小
中連携　しまっ子　志プロジェクト全体構想
図」を完成させ、言語活動や振り返りに関して
掲示物も揃えています（下の写真参照）。４校
で学習の基盤を揃え授業づくりを進めるととも
に、このカリキュラム・マネジメントの考えを
生かし、その後の新型コロナウイルス感染症対
応やGIGAスクール構想対応についても中学校
区で取り組んでいます。
　複数の小学校から進学していく場合、各小学
校の学習の基盤となる言語活動や情報活用能力
の定着の差や生活規律・学習規律の違いが中学
校における諸課題の発生につながりかねませ
ん。言語活動や情報活用能力の育成・定着、授
業づくりの考え方、生活指導等の約束・ルール
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を中学校区で共通化する「中学校区のカリキュ
ラム・マネジメント」は有効な手段と考えます。
カリキュラム・マネジメントに関する研修を企
画する際には、中学校区で「何をどこまでどの
ように共通にするか」を協議し、研修時間に余
裕があれば、尾道市教育委員会で実施したよう
な内容・方法でワークショップを行いたいもの
です。

４．指導主事による各学校への
　　カリキュラム・マネジメントに
　　関する指導・助言

　４年間の調査研究に関して、文部科学省は、
カリキュラム・マネジメントの三つの側面を踏
まえての実践研究や手引き作成を依頼しまし
た。具体的な取組に関しては独自性を奨励し、
手引きの体裁等も自由に任せたため、手引きは
バラエティーに富んだものとなっています。教
育委員会単位のものもあれば、大学の附属学校
や公立学校のものもあります。学校種も小学校
から高等学校まであります。全体的に、当該の
都道府県や市区町村での活用を意識したものが
多く、汎用的な手引きとしては活用しにくいも
のになっているかもしれません。　　
　カリキュラム・マネジメントに関しては、そ
の実現において共通の考えや方策はあるもの
の、学校種やその学校の実態、カリキュラム・
マネジメントの成熟度により、その学校には何
が必要なのかが異なってきます。本活用ガイド
を頼りに各手引きの内容を理解し、指導・助言
を行う学校の実態やニーズに応じて適切な事例
を紹介したり、アレンジしたりして活用してい
ただきたいと思います。	
　能代市教育委員会では、指導主事が学校訪問

し、カリキュラム・マネジメントに関する好事
例があれば、「教育研究所だより『つなぐ』」で
紹介し、カリキュラム・マネジメントの普及・
促進に努めています。例えば、令和５年４月の
第 1号「教科等をつなぐ意識」では、カリキュ
ラム・マネジメント研究校の一つである能代市
立二ツ井中学校の「単元配列表」と総合的な学
習の時間「米代川を守ろう」を図入りで紹介し、
市内全体における教科等横断的な指導の意識付
けを図っています。
　筆者はこのような取組を「わらしべ長者」方
式と呼んでいます。好事例を紹介するとそれが
その地域においてのスタンダードとなり、別の
学校でそれを超える事例が実践されます。それ
をまた紹介するのです。それを繰り返していく
ことにより、その地域全体の実践の質が向上し
ていくのです。学校を越えた「PDCA サイク
ルの確立」と言ってもいいでしょう。多くの学
校を訪問指導する指導主事の役割の一つとして
期待しています。

５．これまでの実績を踏まえての
　　カリキュラム・マネジメントの推進

　カリキュラム・マネジメントの導入・実施に
関して、学校現場は「また、新しいことを始め
なければならないのか」という負担感が強いこ
とは否めません。各指導主事もそのことを実感
していることでしょう。カリキュラム・マネジ
メントに諸説ありますが、今次学習指導要領改
訂で進めているカリキュラム・マネジメントに
関しては三つの側面が示され、基本的にはその
三つの側面を実施することを求めています。
　実はこの三つの側面に限って言えば、総合的
な学習の時間の実践を通してどの学校も経験し
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てきています。一つ目の側面「教育目標の実現
に必要な教育内容等を教科等横断的な視点で組
み立て実践していくこと」は、実際に総合的な
学習の時間の中で、児童生徒が各教科等の知識
及び技能をつなげて活用するように指導・支援
してきました。また、年度始めに、各学年の年
間指導計画を基に総合的な学習の時間の内容と
各教科等の内容をつなげる研修を行ってきた実
績があります。この各教科等の学びをつなぐと
いう考え方が教育課程全体に広がったのが、カ
リキュラム・マネジメントの一つ目の側面と捉
えていいでしょう。
　二つ目の側面「子供や地域の実態を踏まえて
指導計画を作成し、日々の実践を通して見直し・
改善を図る、つまり、PDCA サイクルを回す
こと」も総合的な学習の時間で行ってきたこと
です。総合的な学習の時間は教科書が存在しま
せん。子供や地域の実態を踏まえて、目標や内
容を設定します。まさに手づくりのカリキュラ
ムです。そのために、子供の学びや育ちを検証
し、カリキュラムの改善を継続的・計画的に行
うことが求められ、実際に行われてきました。
また、全国学力・学習状況調査に関しても、そ
の結果を全教職員で検討し、授業づくりや生活
指導の見直し・改善を行ってきました。これら
の考え方や取組を教育課程全体で行うのが二つ
目の側面なのです。
　そして、三つ目の側面「人的・物的資源の体
制づくりや活用」は、総合的な学習の時間や生
活科において、必然的にこれまでやってきたこ
とです。この考え方や取組を教育課程全体で実
現しようとするのが、カリキュラム・マネジメ
ントの三つ目の側面なのです。
　筆者も「カリキュラム・マネジメントという
言葉は新しいですが、取り組むべきことは、こ
れまで総合的な学習の時間を中心に行ってきた

ことです。これら三つの側面は、これまで学力
向上や生徒指導改善等を成し遂げてきた学校が
共通に行っていた取組の最大公約数と考えても
らっていいです」と伝えるようにしています。
　能代市教育委員会の指導主事は「ゼロからで
はない。今までやってきたことに自信をもって
欲しい。今までやってきたことに、少し新たな
視点（三つの側面）で意識化して取り組むこと
が大切です」「２年間の研究指定で、管理職も
他の教職員もそこに向かっていくという気持ち
をもつだけで違うということを感じさせられ
た」と述べています。カリキュラム・マネジメ
ントを意識化し全教職員で取り組むことで、教
育活動や経営活動に関する無理や無駄を軽減す
ることができることを、学校現場に理解しても
らえるようにしたいものです。
　能代市教育委員会の指導主事は「総合的な学
習の時間や防災教育、生徒指導など何かを核に
してカリキュラム・マネジメントに取り組むこ
とが重要」と述べています。各学校の実態や研
究実績、強み・弱み等を熟知しているのは指導
主事です。その学校は何を核にしてカリキュラ
ム・マネジメントを推進していくのか、その後
押しを指導主事に担っていって欲しいと思いま
す。
　各手引きには、教育センターでの集合研修や
校内研修に関しての事例も紹介されています。
集合研修の対象の違いに合わせて自ら研修を企
画・立案する、あるいは学校の実態に応じて有
効な研修の企画・立案について指導・助言する
際に、活用していただきたいものです。

（村川　雅弘）
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田村　知子

１．はじめに〜手引きの魅力

　大学の教職員が手引きを活用するケースには、
（1）学部学生への指導
（2）	大学院生（※教職大学院のケースに焦点

化します）への指導
（3）教育委員会等における研修講師
（4）学校支援
（5）研究資料としての活用
などが考えられます。本節では手引き作成に関
与した複数の大学の教職員の考え方や実践事例
について紹介します。
　それに先立ち、手引きの魅力をいくつかお伝
えします。
・	様々な地方、学校種の実践事例が具体的に
記述されていること。

・	「単元配列表」を始めとしたカリキュラム文
書や、ルーブリックなどの評価用具などの
具体物が掲載されていること。

・	地域や学校によって、それぞれの実態や課
題が異なり、多様なアプローチが見られる
こと。

・	設置者の指導・支援の様子や、学校の変容
の様子（課題解決の過程）が具体的に記述
されているものがあること。

　一方で、手引きは、それぞれの委託団体がそ
の自治体や学校ごとの実態や課題に応じて、課
題解決的にカリキュラム・マネジメントに取り
組んだ実践の軌跡が記されていますので、当
然、そのままどこの自治体、学校にでも適用で
きるかというとそうではありません。個々の特
色と、個別事例を超えた共通性を抽出したいも
のです。

２．大学（教職課程）・教職大学院の
　　授業における活用

　令和 4年 8月 31 日に「公立の小学校等の校
長及び教員としての資質の向上に関する指標の
策定に関する指針」が改正されました。「公立
の小学校等の校長及び教員としての資質の向上
に関する指標の策定に関する指針に基づく教師
に共通的に求められる資質の具体的内容」とし
て、「学習指導に主として関するもの」の一つ
として「カリキュラム・マネジメントの意義を
理解し、教科等横断的な視点や教育課程の評価、
人的・物的な体制の確保・改善等の観点をもっ
て、組織的かつ、計画的に教育課程を編成・実
施し、常に学校の実態に応じて改善しようとし
ている」という項目が挙げられています。
　したがって、養成段階に当たる、大学の教職
課程では、各地の教育委員会が策定した教師等
育成指標ステージ０の段階に達するよう、カリ
キュラム・マネジメントの基本的事項を教育す
ることが求められています。教職大学院は、高
度専門職業人を養成する専門職大学院の一つと
して創設されたものであり、「高度の専門的な
能力及び優れた資質を有する教員の養成」	（専
門職大学院設置基準第 26 条）を目的としてい
ます。したがって、カリキュラム・マネジメン
トについても、「高度な専門的な能力」まで高
める必要があります。
　また、令和４年 12 月の中央教育審議会答申
「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・
採用・研修等の在り方について〜『新たな教師
の学びの姿』の実現と、多様な専門性を有する
質の高い教職員集団の形成〜（答申）」において、
養成段階の教職課程において、「理論中心の授

４ 大学の教職員に向けた手引きの活用
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業科目と、現場での体験や実習における実践的
な科目を相互に往き来し、学びを深めていくよ
うな『理論と実践の往還』の視点を十分に踏ま
えた教育課程」とすることが提言されました。
教職大学院だけでなく、学部段階においても「理
論と実践の往還」が求められています。前掲の
答申では、科目間を想定した「往還」に言及さ
れていますが、「理論中心の授業科目」の内部
においても具体的な実践事例を示しつつ理論を
教授することが考えられます。
　教職課程コアカリキュラムの中では、第一
に、「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ
ラム・マネジメントを含む。）」における活用が
考えられますが、その他の科目に即した事例も
見付かります。各手引きには必ず、「a学校の
教育目標の設定及び実現に向けた研究」「b学
習の基盤となる資質・能力の育成に向けた研
究」「c現代的な諸課題に対応するための資質・
能力の育成に向けた研究」の実践事例が含まれ
ています。「a学校の教育目標の設定及び実現
に向けた研究」に着目すれば、「総合的な学習
の時間の指導法」「特別活動の指導法」は当然、
関係してきますし、学校の教育目標実現のため
に道徳教育に力を入れている事例もありますの
で、「道徳の理論及び指導法」とも関連してき
ます。「b学習の基盤となる資質・能力の育成
に向けた研究」に着目すれば、「教育の方法及
び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」や
「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を
含む。）」（国語科等）での活用も可能です。「c
現代的な諸課題に対応するための資質・能力の
育成に向けた研究」に着目すれば、「総合的な
学習の時間の指導法」「進路指導及びキャリア
教育の理論及び方法」などの好事例が見付かる
でしょう。さらに、教育委員会による学校支援
や地域との連携によるカリキュラム・マネジメ

ントの事例も読み取れますので、「教育に関す
る社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域
との連携及び学校安全への対応を含む。）」も射
程に入ります。そして、当然のことながら「教
育実習（学校体験活動）」の事前・事後指導に
おける活用も考えられます。
　同様に、教職大学院では「教育課程の編成・
実施に関する領域」の科目を中心に、他の領域
の科目においても、好事例を探すことができる
でしょう。「学校における実習」や院生による
実践的研究において、院生自身の問題意識に基
づいて、手引きを検索してみると、参考になる
手引きや実践事例が見付かるかもしれません。

【事例１】信州大学での活用―学部授業編

　信州大学は長野市教育委員会と連携して手引
きを作成しました。学校や教育委員会の実践上
ニーズ、大学関係者の教員養成上のニーズが、
すり合わされて実践的に開発されたものと言え
ます。信州大学の活用事例方法は、特に大学の
教員養成と教育委員会の教員研修が効果的に組
み合わされている点に特徴があります。	
　学部授業「教育課程の意義及び編成の方法
　（カリキュラム・マネジメントを含む。）」
　信州大学では１年次に配置されているため、
学生にとっては、カリキュラム・マネジメント
を具体的にイメージしにくいそうです。そこで、
手引きに掲載された実際の「単元配列表」など
を示します。

　特筆すべき活用例として、「教育実習を活用
したOJT」があります。開放制（教育学部以外）
の教職課程履修者が教育実習に赴く年の４月、

信州大学の手引き
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中学校・高等学校の教育実習生受け入れ協力校
の担当者が大学の地域連携センターを訪れ、手
引きの「演習編」をテキストとしながら教育実
習生に対して、教科等横断的な学習を指導して
もらうようよう依頼します。同手引きの「チェッ
クリスト」の回答も求め、カリキュラム・マネ
ジメントを意識してもらいながら、教育実習生
の学習指導案作成の指導に当たってもらうよう
にしています。
　さらに、教育実習終了後の「教職実践演習」
でも教育委員会とのコラボレーション事業が行
われています。教育学部以外の学生は、教育実
習を経験するまで学校の実践のイメージをなか
なか明確にもてない場合が多いため、教育実習
後は、学校現場で観察したことや体験したこと
についての意味付けをするのに絶好のタイミン
グです。そこで、長野県に点在している総合教
育センターと信州大学のコラボレーション事業
として、現職教師と学部生の合同で1日研修「授
業力向上のためのカリキュラム・マネジメント
研修」を実施します（学生にとっては「教職実
践演習」の授業）。手引きの「理論編」を基に、
学生は現職教師に質問をします。そうすると、
現職教師にとっては、普段は当たり前にこなし
ているような教科指導や学校行事について、腰
を据えて考察する機会になるといいます。その
後、具体的な授業のビデオの分析や教材づくり
に現職・学部生の混成グループで取り組むそう
です。この機会にも、学生は教育実習の中で生
まれた疑問について現職教師に尋ねることがで
きます。手引きの「事例編」は、現職教師には
帰任後に読んでもらうよう伝えるそうです。
　教員研修に特化した活用法としては、新任教
頭の研修会やミドルリーダー育成講座にて、「理
論編」の講義をしたり、「演習編」を使ってグ
ランドデザインを見直したりして、OJT とつ

ながるよう工夫されています。

【事例２】明星大学　吉冨芳正教授

　吉冨芳正教授は、学部学生の授業「教育課程
コアカリキュラム」の「教育課程の意義及び編
成（カリキュラム・マネジメントを含む。）」の
三つの柱の一つがカリキュラム・マネジメント
であると捉え、その意義をどのように実現する
かを示すための授業資料として手引きを活用し
ています。「教育課程論」の授業では、手引き
の存在を紹介します（文部科学省HPの関係箇
所の URL とともに、特に大阪府教育委員会、
山口県教育委員会、福岡教育大学附属小倉中
学校を紹介）。その際、手引きは地域や学校の
実態に応じた事例であり、教育委員会の学校支
援の在り方や、手引き自体も特色がある点を伝
えます。吉冨教授によれば、例えば、大阪府教
育委員会の手引きには次の特色があります。大
阪府教育委員会の手引きは、各学校の創意工夫
を求めており、各学校は手引き掲載の「チャー
ト」で自校の実態を確認でき、それに応じた身
近な好事例に到達できるような構成になってい
ます。

　また、山口県教育委員会は全県一斉にコミュ
ニティ・スクールとカリキュラム・マネジメン
トを教育委員会主導で進めている点、一方で、
親しみやすい方言を活用したりレイアウトに工
夫をしたりして読みやすいものとなっている点
を特色として吉冨教授は指摘しています。

大阪府教育委員会の手引き

山口県教育委員会
の手引き「実践編」

山口県教育委員会
の手引き「理論編」
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　また、福岡教育大学附属小倉中学校は、教科
等横断の類型の説明が秀逸であると評価し、そ
のような特色も含めて紹介しているそうです。

　教職大学院に限らず大学院生については、研
究指導への活用に力を入れているそうです。院
生がカリキュラム・マネジメントの理論や実践
について研究するに当たって手引きや報告書を
活用できるとのことです。これまでの研究成果
を足がかりにして委託団体への追跡調査をする
ことも考えているそうです。
　吉冨教授は、教育委員会等（独立行政法人教
職員支援機構（NITS）を含む）における研修
講師を務める際には、カリキュラム・マネジメ
ントで押さえるべきポイントや、地域や学校の
実態に応じた様々なアプローチの仕方があるこ
とを具体的に示すために手引きを活用します。
実際、吉冨教授は、研修の内容として委託研究
を紹介するとともに、文部科学省HPの関係箇
所のURL を必ず紹介しています。また、いく
つかの手引きを持参して受講者が手にとって調
べることができるようにしています。その際、
カリキュラム・マネジメントの研修内容の重点
の置き方は、受講者の校務分掌によってニーズ
が異なる点に配慮するとのことです。中学校・
高等学校では教科等横断に興味がある場合が多
いため、福岡教育大学附属小倉中学校において
学年団で授業アイディア出しをしている例を使
用するそうです。生徒の参画（総合的な学習の
時間を核にして、生徒が授業内容を発案し教科
の先生に授業を依頼した福岡教育大学附属小倉
中学校）などの例は、全国的にも稀なので貴重
であり、教師の役割や生徒の役割などを含む教

育観や学校観といった「観」の転換を伴うダブ
ル・ループの学習が生まれる契機ともなり得る
と考えているそうです。
　校内研修講師等として学校を支援する際に
は、手引きより、学校の実態に応じて役立ちそ
うな事例を抽出して、支援対象校の参考として
提供するそうです。取組の具体的な例示がある
ことで教職員が触発され、自分たちにできそう
なことを考えることにつながることを期待し、
支援する学校の課題や特色に応じて、手引きの
特定事例を紹介するそうです。

【事例３】大阪教育大学　田村知子教授

　筆者は、吉冨教授と同様、複数の委託団体の
検討委員のメンバーとして、実践校や自治体に
伴走し手引きの作成に協力をしてきました。そ
のため、自身がよく知っている（学校を訪問し
たり、直接学校関係者の話を聞いたりした）事
例については、授業や教員研修において、課題
に応じて紹介しています。「課題に応じて」と
いうのは、一つの事例であっても、いくつもの
観点から分析できるので、受講者や支援対象者
のニーズに合わせて、その事例の紹介の仕方を
変えます。例えば、京都市教育委員会の手引き
のうち、京都市立葵小学校は、教育目標の「共
創」の事例、協働的な教職員関係構築の事例、
学校独自の「対話のカリキュラム」開発の事例、
学年会の独特のマネジメントサイクル開発の事
例、校長のリーダーシップの事例、子供とルー
ブリックを共有したり生み出したりする事例、
「教職員自らが取り組む働き方改革」の事例な
ど、多様な側面をもっています。カリキュラム・
マネジメントは、多様な要素が絡み合う総合的
な実践ですので、一つの実践事例を対象として

福岡教育大学の手引き
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も、解釈する人の問題意識によってクローズ
アップされる側面が変わってくるでしょう。そ
れを適切に抽出するのは、研究者の得意とする
ところではないかと考えています。
　筆者自身が、教職大学院の授業や教員研修で
の講義において、手引きに掲載された事例のい
くつかを紹介する際は、「理論→実践事例」と
いう順での解説もしますが、「実践事例で開発
された具体物（ここでは「単元配列表」として
おきましょう）」を受講者に示して、その「単
元配列表」が開発された意図、目的、意義、工
夫点などを読み解いてもらうようにしていま
す。更には、「もし、学校で『単元配列表』を
作成するなら、どのように作成すればより効果
的・効率的でしょうか。これ自体は “ツール ”
なので、効率を考えましょう」「もし、学校に『単
元配列表』があるとすれば、誰と共有して、ど
のように使いますか。それはなぜですか」といっ
た問いを投げかけます。そうすることによって、
特に現場経験のある現職教師は、事例を身近に
感じ、自分なりに事例のコアとなる価値を読み
取り、自分自身のアイディアが生まれてくるよ
うです。もちろん、受講者同士で、事例から読
み取った価値や仕組み、そこから浮かんだアイ
ディアを踏まえて交流してもらいます。

３．まとめ

　いずれにせよ、実践事例を単なるハウツー
として学生、大学院生、学校の教職員等に
受け止められれば、それは浅い技術的省察
（VanManen1977）に留まり、活用や創造、開
発につながりません。事例校はなぜその実践
に取り組んだのか（大阪府教育委員会の手引
きは、全ての事例でWhy の問いが明らかにさ
れています）、その実践の本質は何なのか、学

生や現職教師等が、実践的省察や批判的省察	
（VanManen1977）にまで至れるよう、より深
い省察へと誘うことが、大学の教職員の役割で
はないでしょうか。
　最後に、これだけ多様な実践事例が手引きに
揃いましたので、これらは研究対象になるので
はないでしょうか。何が、課題解決の成功 /失
敗要因か、委託団体は、委託終了後もカリキュ
ラム・マネジメントの取組を継続したのかしな
かったのか、その要因は何なのか、といったこ
とを、考察するための初期の資料として活用可
能だと思われます。
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